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序章 公営住宅等長寿命化計画の目的

１.はじめに

平成 18 年（2006年） ６ 月、本格的な少子高齢社会、人口・世帯減少社会の到来を目

前に控え、現在及び将来における国民の豊かな住生活を実現するため、「住生活基本法」が制定

されました。この住生活基本法の制定により、住宅セーフティネットの確保を図りつつ、健全

な住宅市場を整備するとともに、国民の住生活の「質」の向上を図る政策への本格的な転換を

図る道筋が示されました。

国民の居住ニーズの多様化や高度化、人口・世帯減少社会の到来、環境制約の一層の高まり

など、様々な課題を抱える 21 世紀の我が国において、住生活基本法に掲げられた基本理念

にのっとり、国民が真に豊かさを実感できる社会を実現するためには、住宅単体のみならず居

住環境を含む住生活全般の「質」の向上を図るとともに、フローの住宅建設を重視した政策か

ら良質なストックを将来世代へ継承していくことを主眼とした政策へ大きく舵を切っていく

ことが不可欠です。

このようなストック重視の社会的背景のもと、公営住宅等の分野については厳しい財政状況

下において、更新期を迎えつつある老朽化した大量の公営住宅等の効率的かつ円滑な更新を行

い、公営住宅等の需要に的確な対応をすることが地方公共団体の課題となっています。公営住

宅等の効率的かつ円滑な更新を実現する上で、公営住宅等の長寿命化を図り、ライフサイクル

コストの縮減につなげていくことが重要です。

これらを踏まえ、公営住宅等においては、点検の強化及び早期の管理や修繕により更新コス

トの縮減を目指し、公営住宅等長寿命化計画の策定及びこれに基づく予防保全的管理、長寿命

化に資する改善を推進していくため、平成 21 年（2009年） ３ 月、「公営住宅等長寿命化

計画策定指針」が策定されました。

これに対して平成 26 年（2014年） ３ 月に「与謝野町公営住宅等長寿命化計画」を策

定し、計画的な管理や更新を進めてきました。また、平成 28 年（2016年） ８ 月に「公

営住宅等長寿命化計画策定指針」が改定されたことから、本計画も改定を行いましたが、現行

の「与謝野町公営住宅等長寿命化計画」が平成３１年（２０１９）３月の改定から ５ 年経過

したため、内容の見直しを行います。

２.長寿命化計画の目的

本計画は公営住宅等ストックの適切なマネジメント（運営管理）を行うために、その役割や

あり方を考慮した上で、団地別、住棟別の活用方針を定めるとともに、長期的な視点を持って

長寿命化のための維持管理計画、予防保全的な管理計画や改善を推進し、ライフサイクルコス

トの縮減などを目指すものです。
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３.長寿命化計画の位置づけ

本計画は、町の最上位計画である「第２次与謝野町総合計画」を踏まえるとともに、「京都府

住生活基本計画」による体系的、具体的な住宅施策と照らし合わせながら、町の公共施設等の

あり方を示す「与謝野町公共施設等総合計画」に基づいて、公営住宅等に関する整備及び管理

に関する実施方針を示すものです。長期的な視点で公営住宅の活用のあり方を検討した具体的

な活用計画となります。

図－１：計画の位置づけ

京都府

国
与謝野町

与謝野町公営住宅等
長寿命化計画

京都府住生活基本計画

第2次与謝野町総合計画

与謝野町公共施設等総合管理計画住生活基本計画

住生活基本法
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４.計画の対象

本計画の対象は、公営住宅20団地282戸、特定公共賃貸住宅（特公賃）４戸です。

５.計画の期間

本計画の計画期間は、平成31年（2019年）度から2028年度までの10年間とします。

図－２：計画の期間

表－１：対象一覧

団地名 住所

尾の上団地 与謝野町温江2548番地外

算所団地 与謝野町算所122番地1外

中坪団地 与謝野町後野736番地4

安良団地 与謝野町加悦奥8番地

小井根団地 与謝野町加悦884番地

池田団地 与謝野町金屋421番地5外

天神山団地 与謝野町岩滝1267番地1

天神山第2団地 与謝野町岩滝1262番地

男山第1団地 与謝野町男山248番地28

男山第2団地 与謝野町男山248番地27

矢倉団地 与謝野町三河内1075番地

小谷団地 与謝野町三河内1927番地1

大籔団地 与謝野町三河内495番地外

河守団地 与謝野町岩屋645番地

森ノ下団地 与謝野町岩屋87番地1

山王下団地 与謝野町幾地2027番地

桜谷団地 与謝野町四辻1063番地

下山田団地

　　　　　　(特公賃)

三合池団地 与謝野町石川3001番地1

船山団地 与謝野町石川1270番地1外

与謝野町下山田1441番地

年度

平成25

(2013)
…

平成30

(2018)

平成31

(2019)
2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 …

         

見直し

見直し

改定

次期計画

与謝野町公営住宅等長寿命化計画（改定版）策定

見直し

改定

前計画

計画実施
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第１章 公営住宅等をとりまく現況

１.与謝野町の概況

（１）位置

京都府北部、日本海に面した丹後半島の尾根を背景に、南は福知山市、東は宮津市、西は京

丹後市などに接しています。

大江山連峰をはじめとする山並みに抱かれ、野田川流域には肥沃な平野が広がり、天橋立を

望む阿蘇海へと続いています。総面積108平方キロメートルの範囲に約２万２千人が暮らし

ており、南北約20キロメートルの間に町並みや集落が連なり、居住地としてまとまりがうか

がえます。

（２）沿革

与謝野町は平成18年（2006年）に加悦町、岩滝町、野田川町が合併して誕生した町です。

かつては、本地域も出雲や越地方と並ぶ古代からの文化地帯で、弥生時代のガラス釧（腕輪）

や多数の鉄剣などが発見された大風呂南墳墓群、丹後三大古墳の一つである蛭子山古墳（国史

跡）をはじめとする貴重な遺跡が分布し、丹後王国の一画を占めていたとも主張されています。

近世では、岩滝が北国と大坂を結ぶ北前船で栄え、日本海側の廻船業地帯の一角を担い、ま

た加悦、野田川は丹後ちりめんの主要産地として栄えました。その歴史を残す「ちりめん街道」

は国の重要伝統的建造物保存地区に選定されています。

また、本町は雄略天皇の時代から「与謝」、または「与謝郡」と称されてきており、「与謝」

を名乗る、与謝蕪村、与謝野鉄幹、与謝野晶子らはいずれも本町ゆかりの文人です。

図１－１：与謝野町の位置図

京丹後市

福知山市

与謝野町

宮津市

舞鶴市

宮津市
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２.人口・世帯の現況

（１）人口と世帯数

平成27年（2015年）現在、与謝野町の人口は21,834人、世帯数は8,140世帯です。

人口は平成2年（1990年）から緩やかな減少傾向を示していますが、世帯数は平成2年

（1990 年）以降緩やかに増加しています。しかし、１世帯当たりの人員数は 3.53 人から

2.68人へと低下し、世帯の小規模化の進行がうかがえます。

図１－２：人口・世帯数の推移（各年国勢調査）
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（２）年齢別人口

平成27年（2015年）現在、与謝野町の高齢化率（65歳以上の人口が総人口に占める割

合）は34.3%です。また、全国の高齢化率は26.4%、京都府は26.9%であり、与謝野町の

高齢化率が高いことがわかります。

図１－３：年齢別人口割合の推移（各年国勢調査）

図１－４：全国・京都府の年齢別人口割合（平成27年（2015年）国勢調査）
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26.4%

26.9%

1.1%

2.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全国

京都府

15歳未満 15歳～64歳 65歳以上 不明
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（３）人口動態

平成28年（2016年）現在、自然動態及び社会動態はともに減少しています。自然動態（出

生、死亡）については、平成18年（2006年）以降、出生が減少し、死亡が増え、自然減少

傾向が強まっています。

また社会動態（転入、転出）については、平成７年（1995年）から平成 11年（1999

年）までは社会増の状態にありましたが、平成12年（2000年）以降、転出が増加し転入を

上回っています。

図１－５：人口動態の推移（京都府統計書）

表１－１：人口動態の推移（京都府統計書）

出生 死亡 自然動態増減 転入 転出 社会動態増減

平成28年(2016年) 144 354 △210 491 657 △166

平成27年(2015年) 164 333 △169 497 618 △121

平成26年(2014年) 151 316 △165 506 659 △153

平成25年(2013年) 158 303 △145 475 681 △206

平成24年(2012年) 136 297 △161 537 622 △85

平成23年(2011年) 169 336 △167 531 643 △112

平成22年(2010年) 149 311 △162 520 655 △135

平成21年(2009年) 190 304 △114 571 690 △119

平成20年(2008年) 174 318 △144 550 712 △162

平成19年(2007年) 191 317 △126 613 746 △133

平成18年(2006年) 188 267 △79 630 789 △159

平成17年(2005年) 197 273 △76 798 814 △16

平成16年(2004年) 205 274 △69 801 872 △71

平成15年(2003年) 220 255 △35 800 843 △43

平成14年(2002年) 190 282 △92 799 916 △117

平成13年(2001年) 208 298 △90 932 908 24

平成12年(2000年) 271 272 △1 918 969 △51

平成11年(1999年) 258 271 △13 919 882 37

平成10年(1998年) 232 282 △50 927 926 1

平成 9年(1997年) 271 275 △4 973 971 2

平成8年(1996年) 251 268 △17 995 950 45

平成7年(1995年) 252 284 △32 939 928 11

平成6年(1994年) 239 275 △36 851 938 △87

0
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（４）世帯構成

与謝野町の世帯構成をみると、全世帯

8,120 世帯のうち核家族世帯が4,732 世帯

（ 58.3% ）、 単 身 世 帯 が 1,883 世 帯

（23.2%）、次いで三世代世帯が 643 世帯

（7.9%）となっています。

１世帯当たりの人員数をみると、核家族世

帯で 2.73 人、二世代世帯で 3.25 人、三世

代世帯で5.16人です。

（５）産業別人口

与謝野町の産業別人口をみると、総数11,132人のうち第一次産業が386人（3.5%）、第

二次産業が 3,444 人（30.9%）、第三次産業 6,584 人（59.1％）、分類不能が 718 人

（6.5%）となっており、第三次産業が最も多くなっています。

表１－３：産業別人口（平成27年（2015年）国勢調査）

表１－２：世帯構成（平成27年（2015年）国勢調査）

図１－６：世帯構成

（平成27年（2015年）国勢調査）

図１－７：産業別人口

（平成27年（2015年）国勢調査）
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一般世帯数 世帯人員
1世帯あたりの

人員数

(世帯) (割合％) (人) (人/世帯)

単身世帯 1,883 23.2% 1,883 1.00

核家族世帯 4,732 58.3% 12,902 2.73

二世代世帯　 429 5.3% 1,393 3.25

三世代世帯　 643 7.9% 3,320 5.16

その他の親族世帯 413 5.1% 1,822 4.41

非親族を含む世帯 18 0.2% 52 2.89

総数 8,120 100% 21,376 2.63

人口(人) 割合(%)

第一次産業 386 3.5%

第二次産業 3,444 30.9%

第三次産業 6,584 59.1%

分類不能 718 6.5%

総数 11,132 100.0%

第一次産業

3.5%

第二次産業

30.9%

第三次産業

59.1%

分類不能

6.5%
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３.住宅の現況

（１）住宅の所有形態

与謝野町の専用住宅総数は8,310戸で、うち「持ち家」が6,620戸（79.7％）、次いで「民

営借家」が980戸（11.8％）、「公営の借家」が620戸（7.5%）です。

与謝野町における「公営の借家」の割合は、宮津市と京丹後市に比べて高くなっています。

表１－４：住宅の所有形態（平成25年（2013年）住宅・土地統計調査）

図１－８：住宅の所有形態（平成25年（2013年）住宅・土地統計調査）

専用住宅総数 持ち家 公営の借家
都市再生機構

公社の借家
民営借家 給与住宅 不明

世帯数(世帯) 1,104,400 664,200 35,900 22,700 329,600 15,600 36,400

割合(%) 100% 60.1% 3.3% 2.1% 29.8% 1.4% 3.3%

世帯数(世帯) 8,310 6,620 620 - 980 40 50

割合(%) 100% 79.7% 7.5% - 11.8% 0.5% 0.5%

世帯数(世帯) 7,270 5,540 350 - 1,100 220 60

割合(%) 100% 76.2% 4.8% - 15.1% 3.0% 0.9%

世帯数(世帯) 19,280 16,590 210 - 2,210 250 20

割合(%) 100% 86.0% 1.1% - 11.5% 1.3% 0.1%

京都府

与謝野町

宮津市

京丹後市

※与謝野町が属している丹後地域の市町村と比較を行っている。住宅・土地調査は市、区及び人口１万５千

人以上の町村を対象としているため、伊根町の数値は集計されていない。
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1.4%

0.5%

3.0%

1.3%

3.3%

0.5%

0.9%

0.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

京都府

与謝野町

宮津市

京丹後市

持ち家 公営の借家 都市再生機構・公社の借家 民営借家 給与住宅 不明
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（２）建築時期別の住宅数

与謝野町の住宅の所有形態別建築時期をみると、「持ち家」では、昭和45年（1970年）

以前に建てられた割合が37.6%となっています。

「借家」では、平成13年～17年（2001年～2005年）に建てられた割合が45.5%と

約半数を占めています。借家の内訳をみますと「公営の借家」と「民営借家非木造」は、平成

13年～17年（2001年～2005年）に建てられた割合がそれぞれ67.7%、50.0％と、割

合が特に高くなっています。京都府と比較すると、建築年数の浅い建物の割合が多くなってい

ます。

【持ち家】

【借家】

＜公営の借家＞

＜民営借家木造＞

＜民営借家非木造＞

図１－９：建築時期別の住宅数（平成25年（2013年）住宅・土地統計調査）

16.9%

37.6%

17.4%

17.1%

16.9%

13.6%

20.0%

15.0%

10.6%

5.2%

9.0%

4.5%

3.7%

2.0%

5.5%

5.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

京都府

与謝野町

昭和45年(1970年)以前 昭和46年～55年

(1971年～1980年)

昭和56年～平成２年

(1981年～1990年)

平成３年～12年

(1991年～2000年)

平成13年～17年

(2001年～2005年)

平成18年～22年

(2006年～2010年)

平成23年～25年9月

(2011年～2013年9月)

不明

9.0%

7.3%

15.5%

3.0%

19.4%

9.1%

21.2%

12.1%

9.1%

45.5%

10.1%

4.8%

3.5%

1.2%

12.2%

17.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

京都府

与謝野町

17.0%

12.9%

41.8%

3.2%

16.2% 13.4%

12.9%

5.0%

67.7%

3.1%

0.3%

3.2%

3.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

京都府

与謝野町

28.9%

5.7%

14.3%

5.7%

9.7%

15.1%

8.6%

13.2%

5.2%

18.9%

6.2%

11.3%

1.8%

25.3%

30.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

京都府

与謝野町

2.5% 8.3% 23.0%

8.7%

26.8%

10.9%

11.0%

50.0%

12.9%

6.5%

4.6%

4.3%

10.9%

19.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

京都府

与謝野町
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（３）空き家の現況

平成25年（2013年）住宅・土地統計

調査に基づく本町の空き家数は1,160 戸

で、専用住宅では 1,140 戸となっていま

す。本町の専用住宅戸数 8,310 戸に占め

る空き家率は13.7％です。

（４）居住水準

平成25年（2013年）住宅・土地統計調査に基づく本町の主世帯数は8,570世帯で、う

ち「持ち家」が6,860世帯、「借家」が1,650世帯です。

「持ち家」に占める最低居住水準未満世帯は皆無ですが、「借家」は30世帯（1.8％）あり、

とりわけ公営の借家に20世帯（3.2％）と多く、「持ち家」に比べ家族状況に応じた住宅専用

面積が整備基準に達しない世帯があることがうかがえます。

（５）耐震診断及び工事の有無

持家総数のうち耐震診断をした世帯は280世帯（4.1％）にとどまっています。戸建木造の

耐震診断率は3.6％ですが、戸建非木造は16.1％と高くなっています。また耐震診断後の工

事率は耐震診断しない場合より高くなっています。

(単位：世帯)

戸建 長屋建・共同住宅・その他

計 木造 非木造 計 木造

持家総数 6,740 6,430 310 120 120 6,860

耐震診断をした 280 230 50 - - 280

耐震性あり 160 130 30 - - 160

耐震性なし 120 100 20 - - 120

耐震診断していない 6,460 6,200 260 120 120 6,580

耐震診断率(％) 4.2% 3.6% 16.1% - - 4.1%

総数

表１－５：空き家の状況

（平成25年（2013年）住宅・土地統計調査）

表１－６：居住水準の現況（平成25年（2013年）住宅・土地統計調査）

表１－７：耐震診断の実施状況（平成25（2013年）年住宅・土地統計調査）

表１－８：耐震診断・耐震工事の有無

（平成25年（2013年）住宅・土地統計調査）

(単位：戸)

空き家
一時現在者

のみの住宅
建築中

専用住宅 1,140 30 -

併用住宅 20 30 -

総数 1,160 50 -

(単位：世帯)

工事した 工事なし 総数 工事率(％)

持家総数 130 6,730 6,860 1.9%

耐震診断をした 80 200 280 28.6%

耐震性あり 50 110 160 31.3%

耐震性なし 30 90 120 25.0%

耐震診断していない 50 6,530 6,580 0.8%

総数

(世帯) (世帯) 割合(％)

主世帯数 8,570 60 0.7%

持ち家 6,860 30 0.4%

総数 1,650 30 1.8%

公営の借家 620 20 3.2%

都市再生機構・公社の借家 - - -

民営借家(木造） 530 10 1.9%

民営借家（非木造） 460 - -

給与住宅 40 - -

借

　
家

最低居住面積水準未満

※公営住宅における最低居住面積水準未満世帯においては別団地への移転斡旋の取り組みを実施中。
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第２章 公営住宅等ストックの現況と課題

１.公営住宅等の現況

（１）管理戸数（町営住宅）

本町が管理する公営住宅は20団地、282戸及び特定公共賃貸住宅（特公賃）４戸です。

表２－１：公営住宅等一覧

2 4 S46 木造平屋 30 52 31.40  2K

3 9 S47 準耐火平屋 45 51 33.88  2DK

2 8 S48 準耐火平屋 45 50 36.63  2DK

2 8 S49 準耐火平屋 45 49 41.60  2DK

2 8 S50 準耐火平屋 45 48 43.50  2DK

1 4 S51 準耐火平屋 45 47 46.44  2DK

1 5 S56 準耐火2階 45 42 65.56  3DK

1 5 S58 準耐火2階 45 40 65.56  3DK

3DK

3DK

安良団地 1 5 S62 準耐火2階 45 36 71.23  3DK

1 2 H2 木造2階 30 33 67.88  3DK

1 2 H2 木造2階 30 33 67.88  3DK

1 2 H3 木造2階 30 32 81.93  3LDK

1 2 H3 木造2階 30 32 81.93  3LDK

1 2 H3 木造2階 30 32 81.93  3LDK

6 56.60  2DK

6 69.50  3DK

6 56.60  2DK

6 69.50  3DK

2 木造平屋 55.00  2DK

2 木造2階 72.90  3DK

2 木造平屋 55.00  2DK

2 木造2階 72.90  3DK

1 2 木造平屋 65.90  3DK

12 56.70  2DK

12 69.50  3DK

2 木造平屋 54.00  2DK

2 木造2階 71.20  3DK

2 木造平屋 54.00  2DK

2 木造2階 71.20  3DK

2 木造平屋 54.00  2DK

2 木造2階 71.20  3DK

2 木造平屋 54.00  2DK

2 木造2階 71.20  3DK

矢倉団地 2 2 S29 木造平屋 30 69 40.40  3K

小谷団地 1 1 S35 木造平屋 30 63 28.05  2K

3 6 S39 木造平屋 30 59 31.05  2K

2 4 S41 木造平屋 30 57 31.05  2K

2 4 S42 木造平屋 30 56 31.05  2K

3 6 S43 木造平屋 30 55 31.05  2K

1 5 S52 準耐火2階 45 46 56.70  3K

1 4 S53 準耐火2階 45 45 56.70  3K

河守団地 1 2 S41 木造平屋 30 57 31.05  2K

3 9 S45 準耐火平屋 45 53 33.55  2K

2 8 S46 準耐火平屋 45 52 33.55  2K

1 4 S54 準耐火2階 45 44 62.70  3K

12 43.10  1DK

8 66.00  2LDK

8 66.00  3LDK

桜谷団地 2 2 S29 木造平屋 30 69 40.40  3K

1 6 耐火2階 75.10  2LDK

1 8 耐火2階（1階と2階別） 52.50  2DK

　　　　(特公賃) 1 4 耐火2階 99.72  4LDK

1 4 S62 30 36 61.90  3DK

3 6 S63 30 35 61.80  3DK

3 6 S41 30 57  31.00  2K

2 4 S42 30 56  31.00  2K

1 2 S43 30 55  31.00  2K

1 2 S44 30 54  31.00  2K

1 2 S45 30 53  31.40  2K

1 5 S50 45 48  52.40  3K

1 7 S51 45 47  54.60  3K

団地名 棟数
管理

戸数

建設

年度
構造

耐用

年限

経過年数

(R5年時点)

戸当り

専用面積

住戸

タイプ

尾の上団地

算所団地

中坪団地 1 5 S59 準耐火平屋 45 39 58.39 

小井根団地

池田団地

天神山団地

1 H11
中層耐火
3階

70 24

1 H12
中層耐火

3階
70 23

天神山第2団地

1

H16 30 19
1

男山第1団地 1 H13
中層耐火

3階
70 22

1

1

1

1

大籔団地

森ノ下団地

山王下団地 1 H15
中層耐火

3階
70 20

下山田団地
H13 70 22

三合池団地 木造平屋

木造平屋

準耐火2階

男山第2団地 H14 30 21

船山団地
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男山第1団地
男山第2団地

天神山団地

天神山第2団地

下山田団地

下山田団地特公賃

船山団地

三合池団地

桜谷団地山王下団地
森ノ下団地

矢倉団地

河守団地

小谷団地

大籔団地

算所団地
安良団地

小井根団地
尾の上団地

中坪団地

池田団地

（２）公営住宅等の位置

図２－１：公営住宅位置図
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（３）公営住宅 写真一覧

尾の上団地

算所団地 中坪団地

安良団地 小井根団地

池田団地 天神山団地
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天神山第２団地 男山第１団地

男山第２団地 矢倉団地

小谷団地 大籔団地

河守団地 森ノ下団地
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山王下団地 桜谷団地

下山田団地 下山田団地（特公賃）

三合池団地 船山団地
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団地名 建設年度 戸数 構造 階数

明石団地 平成15年（2003年） 50 中層耐火 5階建

上げ石団地 - 1 - -

加悦奥団地 平成4年（1992年） 18 中層耐火 3階建

後野団地 昭和56年（1981年） 24 中層耐火 4階建

野田団地 - 4 - -

石田団地 平成4年（1992年） 60 中層耐火 3階建

弓木団地 昭和57年（1982年） 24 中層耐火 4階建

天神山団地 56

（特公賃） 4

立町団地 昭和62年（1987年） 52 中層耐火 3階、4階建

幾地団地 平成元年（1989年） 36 中層耐火 3階建

四辻団地 平成6年（1994年） 36 中層耐火 3階建

365合計

平成12年（2000年） 中層耐火 4階建

（４）府営住宅

京都府が管理する本町内の府営住宅等は11団地365戸です。

※京都府営住宅ストック総合活用計画（第二次）及び京都府ウェブサイトをもとに作成

表２－２：府営公営住宅等一覧
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（５）構造別管理戸数

構造別の管理戸数をみると、木造93戸（32.5％）、準耐火99戸（34.6％）、中層耐火76

戸（26.6％）、低層耐火18戸（6.3％）となっています。そのうち、特定公共賃貸住宅は低

層耐火4戸となっています。

（６）建設年度別管理戸数

建設時期をみると、木造は昭和 40年代（1965年～1974年）に建設された住戸が最も

多く36戸（38.7％）で、次いで平成7年（1995年）以降に建設された住戸が26戸（20.3％）

となっています。

準耐火は、昭和40年代（1965年～1974年）に建設された住戸が55戸（55.6％）と

最も多く約半数を占めています。耐火の住戸はすべて平成7年（1995年）以降に建設され

ています。

表２－３：構造別管理戸数

図：２－２構造別管理戸数

表２－４：構造別建設年度

図２－３：構造別建設年度

木造 準耐火
中層耐火
３階

低層耐火
２階

総計

公営住宅 93 99 76 14 282

特公賃住宅 - - - 4 4

総数 93 99 76 18 286

32.5% 34.6% 26.6% 6.3%

木造

32.5%

準耐火

34.6%

中層耐火３

階　26.6%

低層耐火２階

6.3%

(単位：戸)

昭和20年代

(1945年～1954年)

昭和30年代

(1955年～1964年)

昭和40年代

(1965年～1974年)

昭和50年代

(1975年～1984年)

昭和60年代～平成6年

(1985年～1994年)

平成7年以降

(1995年以降)

木造 4 7 36 - 20 26

準耐火 - - 55 39 5 -

耐火 - - - - - 94

総数 4 7 91 39 25 120

4.4%
1.4%

7.5% 2.4%

38.7%
55.6%

31.8%

39.4%

13.6%

21.5%

5.0%

8.7%

28.0%

100%

42.0%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

木造 準耐火 耐火 総数

昭和20年代

(1945年～1954年)

昭和30年代

(1955年～1964年)

昭和40年代

(1965年～1974年)

昭和50年代

(1975年～1984年)

昭和60年代～平成6年

(1985年～1994年)

平成7年以降

(1995年～)
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（７）構造別経過年数

耐用年数をみると、令和５年（2023 年）時点で耐用年数を超えている住戸は 142 戸

（49.7％）で、木造が67戸（72.0％）と最も多くなっています。耐用年数を超えている中

で、木造の半数以上である42戸（62.7％）が建設から20年～30年経過しています。

また、建設から40年以上経過している住戸は、136戸（47.6％）となっています。

表２－５：経過年数別管理戸数

図２－４：構造別団地別経過年数

10年未満
10年以上
20年未満

20年以上
30年未満

30年以上

戸数(戸) 割合(％) 戸数(戸) 割合(％) 戸数(戸) 戸数(戸) 戸数(戸) 戸数(戸)

木造(30年) 26 28.0% 67 72.0% 20 0 42 5

準耐火(45年) 24 24.2% 75 75.8% 75 - - -

耐火(70年) 94 100.0% 0 0.0% - - - -

総数 144 50.3% 142 49.7% 95 0 42 5

耐用年数を
超えていない

耐用年数を
超えている
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（８）住戸タイプ

住戸タイプは2K、2DK、2LDKが 155戸（54.2％）と最も多くなっています。そのう

ち木造が55戸と最も多くなっています。

耐火では1DK、4LDKの住戸タイプも採用されています。

（９）戸当たり面積

戸当たり面積は、30㎡以上40㎡未満の住戸が76戸（26.6％）と最も多く、次いで50

㎡以上 60㎡未満、60㎡以上 70㎡未満の住戸がそれぞれ 70戸（24.5％）となっていま

す。木造では、30㎡未満の住戸が1戸あります。

(単位：戸)

木造 準耐火 耐火 総数

1DK - - 12 12

2K

2DK

2LDK

55 54 46 155

3K

3DK

3LDK

38 45 32 115

4LDK - - 4 4

表２－６：住戸タイプ別管理戸数

図２－５：住戸タイプ別管理戸数

表２－７：戸当たり面積別管理戸数

図２－６：戸当たり面積別管理戸数

(単位：戸)

30㎡未満
30㎡以上

40㎡未満

40㎡以上

50㎡未満

50㎡以上

60㎡未満

60㎡以上

70㎡未満

70㎡以上

80㎡未満
80㎡以上

木造 1 42 4 12 16 12 6

準耐火 - 34 20 26 14 5 -

耐火 - - 12 32 40 6 4

総数 1 76 36 70 70 23 10
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住戸内 共用部

2 4 木造 30

10 37 準耐火 51 ～ 47 45

算所団地 2 10 準耐火 42 ～ 40 45 - △(一部無し) △(一部有り) - - ○ -

中坪団地 1 5 準耐火 45 ○ - - - - ○ -

安良団地 1 5 準耐火 45 ○ ○ - - ○ ○ -

小井根団地 2 4 木造 30 ○ ○ - - - ○ -

池田団地 3 6 木造 30 ○ ○ - - △(2か所) ○ -

天神山団地 2 24 耐火 24 ～ 23 70 ○ - ○ ○ ○ ○ ○

天神山第2団地 3 10 木造 30 ○ ○ ○ ○ ○ ○ -

男山第1団地 1 24 耐火 70 ○ - ○ ○ ○ ○ ○

男山第2団地 4 16 木造 30 ○ ○ ○ ○ ○ ○ -

矢倉団地 2 2 木造 30 - ○ - - - △ -

小谷団地 1 1 木造 30 - ○ - - - - -

10 20 木造 59 ～ 55 30

2 9 準耐火 46 ～ 45 45

河守団地 1 2 木造 30 - ○ - - - △ -

森ノ下団地 6 21 準耐火 53 ～ 44 45 - ○ - - - △ -

山王下団地 1 28 耐火 70 ○ - ○ ○ ○ ○ ○

桜谷団地 2 2 木造 30 - ○ - - - △ -

下山田団地 2 14 耐火

　　　　(特公賃) 1 4 耐火

三合池団地 4 10 木造 36 ～ 35 30 ○ ○ - - ○ 〇 -

8 16 木造 57 ～ 53 30

2 12 準耐火 48 ～ 47 45

手すり

52

39

36

33

32

19

22

21

69

63

57

20

69

団地名 棟数(棟)
管理戸数
(戸)

構造
経過
年数

耐用
年限

下水道
接続

玄関段差
○は有り

3か所給湯
浴室

△は浴槽無し
エレベーター

尾の上団地 - ○ - - - △ -

大籔団地 - ○ - - - △ -

22 70 ○ - ○ ○ ○ ○ -

船山団地 - ○ - - - △ -

（10）改善・修繕の実績

平成31年（2019年）度から令和5年（2023年）度までに、外壁改修工事が２団地、

外壁改修工事に伴う設計が１団地実施されました。

（11）住宅設備の状況

住宅設備の状況をみると、耐火建築物や建築年が浅い建物については、手すり、3か所給湯、

浴室等の設備が整備されており、十分な居住性が確保されています。また、3階建て耐火建築

物の天神山、男山第１、山王下団地にはエレベーターが設置されています。

表２－８：団地別改修事業

表２－９：住宅設備の状況

平成31年度

(2019年度)

令和2年度

(2020年度)

令和3年度

(2021年度)

令和4年度

(2022年度)

令和5年度

(2023年度)

天神山団地 外壁改修 設計 工事

山王下団地 外壁改修 設計 工事

男山第１団地 外壁改修 設計

年度

団地名 改善事業
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団地名 構造 耐用年限 棟数(棟) 管理戸数(戸) 入居戸数(戸) 入居率(％)

木造 30 2 4 4 100.0%

簡耐 51 ～ 47 45 10 37 9 24.3%

算所団地 簡耐 42 ～ 40 45 2 10 8 80.0%

中坪団地 簡耐 45 1 5 4 80.0%

矢倉団地 木造 30 2 2 2 100.0%

小谷団地 木造 30 1 1 1 100.0%

木造 59 ～ 55 30 10 20 10 50.0%

簡耐 46 ～ 45 45 2 9 6 66.7%

河守団地 木造 30 1 2 2 100.0%

森ノ下団地 簡耐 53 ～ 44 45 6 21 2 9.5%

桜谷団地 木造 30 2 2 2 100.0%

木造 57 ～ 53 30 8 16 2 12.5%

簡耐 48 ～ 47 45 2 12 4 33.3%

49 141 56 39.7%

安良団地 簡耐 45 1 5 4 80.0%

小井根団地 木造 30 2 4 4 100.0%

池田団地 木造 30 3 6 5 83.3%

天神山団地 耐火 24 ～ 23 70 2 24 18 75.0%

天神山第2団地 木造 30 3 10 10 100.0%

男山第1団地 耐火 70 1 24 21 87.5%

男山第2団地 木造 30 4 16 14 87.5%

山王下団地 耐火 70 1 28 26 92.9%

下山田団地 耐火 2 14 10 71.4%

　　　　(特公賃) 耐火 1 4 1 25.0%

三合池団地 木造 36 ～ 35 30 4 10 10 100.0%

24 145 123 84.8%

73 286 179 62.6%

経過年数

52

39

69

63

57

69

合計

36

33

32

19

22

21

20

合計

総数

尾の上団地

大籔団地

船山団地

22 70

公
営
団
地

用
途
廃
止
予
定
住
宅

維
持
管
理
予
定
住
宅

２.居住者の現況

（１）入居者数

入居者数をみると、管理戸数286戸に対し179戸（62.6％）となっています。各団地の

入居者数は、経過年数が多い団地で50％を下回る入居率もありますが、他の団地では比較的

高い入居率となっています。特公賃の入居率は、25.0％となっています。なお、すでに他の団

地へ移転あっせんを行っているため、入居率が低い団地もあります。

表２－10：団地別居住者数
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団地名 耐用年限 世帯数 20歳未満 20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60～64歳 65～69歳 70歳以上 平均年齢

30

51 ～ 47 45

算所団地 42 ～ 40 45 8 2  1  5  73.8 

中坪団地 45 4 1  3  76.3

安良団地 45 4 1  3  69.0

小井根団地 30 4 1  1  2  67.8

池田団地 30 5 1 1  1  1  1  56.4

天神山団地 24 ～ 23 70 18 2 4  2  1  9  62.3

天神山第2団地 30 10 2  1  6  70.5

男山第1団地 70 21 4  2  2  4  9  68.0

男山第2団地 30 14 1  3  10  70.0

矢倉団地 30 2 2  82.5

小谷団地 30 1 1  77.0 

59 ～ 55 30

46 ～ 45 45

河守団地 30 2 2  82.5 

森ノ下団地 53 ～ 44 45 2 1  1  75.5

山王下団地 70 26 5  7  1  1  12  65.6 

桜谷団地 30 2 2  84.5

三合池団地 36 ～ 35 30 10 4  1  1  1  3  58.8

船山団地 57 ～ 53 30

48 ～ 47 45

179  0  0  3  27  28  9  12  96  70.5

経過年数

52

39

36

33

32

19

22

21

69

63

57

20

69

総数

尾の上団地 13 1  1  1  7  73.5

大籔団地 16 1  3  1  11  70.5

下山田団地

(特公賃)
22 70 11 3  3  1  4  61.0

6 1  2  3  63.8

（２）世帯主年齢

入居世帯の世帯主平均年齢は、全団地で70.5歳です。世帯主平均年齢が最も高い団地は桜

谷団地の84.5 歳で、最も若い団地は池田団地の56.4 歳となっており、建築年が浅い団地に

ついては全体の平均年齢に比べ若いことがうかがえます。高齢化率（65歳以上の割合）は、

60.3％となっています。

表２－11：世帯主年齢

図２－７：世帯主年齢
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（単位：世帯、％）

団地名 耐用年限 世帯数 1人世帯 2人世帯 3人世帯 4人世帯 5人世帯 6人世帯 1人世帯割合

30

51 ～ 47 45

算所団地 42 ～ 40 45 8 4  3  1  50.0%

中坪団地 45 4 1  2  1  25.0%

安良団地 45 4 2  1  1  50.0%

小井根団地 30 4 3  1  0.0%

池田団地 30 5 1  1  1  2  20.0%

天神山団地 24 ～ 23 70 18 5  6  4  3  27.8%

天神山第2団地 30 10 5  4  1  50.0%

男山第1団地 70 21 12  4  3  2  57.1%

男山第2団地 30 14 8  4  1  1  57.1%

矢倉団地 30 2 1  1  0.0%

小谷団地 30 1 1  0.0%

59 ～ 55 30

46 ～ 45 45

河守団地 30 2 2  100.0%

森ノ下団地 53 ～ 44 45 2 2  100.0%

山王下団地 70 26 10  8  5  2  1  38.5%

桜谷団地 30 2 1  1  50.0%

三合池団地 36 ～ 35 30 10 4  2  3  1  40.0%

船山団地 57 ～ 53 30

48 ～ 47 45

179  80  53  30  14  2  0  44.7%

経過年数

52

39

36

33

32

19

22

21

69

63

57

20

69

総数

尾の上団地 13 7  4  2  53.8%

大籔団地 16 8  6  2  50.0%

下山田団地

(特公賃)
22 70 11 4  2  4  1  36.4%

6 4  2  66.7%

（３）世帯人員

各団地の入居世帯数に占める単身世帯の割合をみると、全世帯では44.7％ですが、尾の上、

算所、安良、天神山第２、男山第１、男山第2、大籔、河守、森ノ下、桜谷、船山団地では50％

を超えています。

表２－12：世帯人員

図２－８：世帯人員
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(単位：件)

募集 応募 募集 応募 募集 応募 募集 応募 募集 応募 募集 応募 募集 応募 募集 応募 募集 応募 募集 応募 募集 応募

尾の上団地 0 0

算所団地 0 0

中坪団地 0 0

安良団地 1 1 1 1

小井根団地 0 0

池田団地 1 0 1 3 2 3

天神山団地 2 1 1 1 3 3 1 0 3 1 2 0 2 1 3 0 3 1 20 8

天神山第2団地 1 4 1 4

男山第1団地 1 0 1 0 2 0

男山第2団地 0 0

大藪団地 0 0

森ノ下団地 0 0

山王下団地 1 1 1 0 1 1 3 2

下山田団地 4 1 2 0 3 0 2 0 2 2 2 0 1 0 1 0 1 0 2 0 20 3

三合池団地 0 0

船山団地 0 0

総数 10 8 4 4 4 0 5 3 3 2 5 1 3 0 3 1 6 1 6 1 49 21

倍率（％）

令和元年(2019年)度 令和2年(2020年)度 令和3年(2021年)度 令和4年(2022年)度 令和5年(2023年)度

７月 １月 ７月 １月 ７月 １月 ７月 １月 ７月 １月

80 100  0 60  67  20  0 33  17  17  43 

合　計

（４）応募状況

募集応募の状況をみると、募集に対する応募の倍率に浮き沈みのあるものの、近年は減少傾

向にあります。平成３１年（201９年）度から令和５年（２０２３年）度までの5年間で４９

戸の募集に対し、２1件の応募があり、倍率は平均すると0.４3倍となっています。（応募・

募集件数には下山田団地の特公賃を含みます。）

表２－13：団地別応募状況
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３.公営住宅等の現況と課題

（１）居住環境の向上

世帯主の60.3％が65歳以上の高齢者となっており、手すりや玄関段差といったバリアフ

リー整備はおおむね行われていますが、居住環境の向上がより一層求められます。今後、高齢

化社会が進むとともに入居者の高齢化の割合が高まっていくと想定され、公営住宅の居住性向

上やバリアフリー化といった整備が必要とされています。

（２）管理戸数の適正化

現在、管理戸数286戸のうち、179戸（62.6％）が入居しています。この中で、用途廃

止予定住宅は管理戸数141戸のうち、56戸（39.7％）、維持管理予定住宅は管理戸数146

戸のうち、123戸（84.8％）が入居しています。毎年2回の入居募集が行われていますが、

応募数が低い状況にあり、今後の需要に対して考慮していく必要があります。また、少子高齢

化による人口の減少が続いていく中で、将来人口を見据えた住宅の供給が求められています。

（３）改善・維持管理の実施

本町では、286戸の町営住宅を管理しています。そのうち、建設されてから40年が経過

する住宅は 136戸で 47.6％を占めており、建物や設備などの老朽化が進んでいます。計画

的な改善と維持管理を図っていく必要があります。



27

第３章 長寿命化に関する基本方針

１.長寿命化の基本方針

公営住宅ストック総合活用計画においては耐用年数を 1/2 超過した住棟について、良好な

ストック形成のために建替えの検討が可能となっています。しかし、平成19年（2007年）

11月、国の財政制度等審議会「平成20年（2008年）度予算の編成等に関する建議」にお

いて、「社会資本ストックの長寿命化を図り、ライフサイクルコスト削減につなげていくため、

点検の強化及び早期の管理や修繕により更新コストの削減を目指す長寿命化計画の策定とこ

れに基づく予防保全的管理をあらゆる事業分野において進めていくべきである」と建議されま

した。

このようなストック重視の社会の流れのなかで、公営住宅分野については、厳しい財政状況

下において、更新期を迎えつつある老朽化した大量の公営住宅ストックの効率的かつ円滑な更

新を行い、公営住宅の需要に的確な対応をしていくことが課題となっています。その他、本町

の公営住宅においては居住者の高齢化や建物の老朽化などの前項で整理した課題を踏まえ、長

寿命化の基本方針を以下のとおり設定します。

＜基本方針＞

①居住性の向上

居住性向上やバリアフリー化を目的とした改善を行い、高齢者だけでなく誰もが

快適で安全に暮らすことのできる居住環境を確保します。

②公営住宅ストック量の適正化

耐用年数を経過し、老朽化が進行している公営住宅について用途廃止等の活用方

針を見定める必要があります。今後、本町に必要な公営住宅のストック量を設定し、

整備を図るものとします。

③予防保全的な改善や修繕、維持管理の実施

耐用年数を経過した住宅が増加していく中で、予防保全的な整備が必要となりま

す。今後の財政状況を考慮しながら適切な事業手法と計画的な維持管理により、長

寿命化に向けた有効活用を図っていきます。
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２.公営住宅等ストックの状況の把握及び日常的な維持管理の方針

適切なストックマネジメントの基盤として、公営住宅等ストックの状況を的確に把握し管理

することが重要であり、予防保全的な観点から定期点検や修繕、改善等の維持管理を推進しま

す。

＜基本方針＞

①管理する公営住宅の整備、管理データを住棟ごとに整理します。

②公営住宅の定期的な点検を実施します。

③公営住宅の住棟ごとの修繕履歴データを整備します。

３.長寿命化及びライフサイクルコストの縮減に関する方針

公営住宅ストックの長寿命化を図るためには、建物の老朽化や劣化による事故、居住性の低

下を未然に防ぐ、予防保全的な維持管理が重要です。

予防保全の観点に基づく日常的な保守点検や計画修繕、改善事業の充実により、ストックの

長寿命化を図り、ライフサイクルコストの縮減を実現します。

＜基本方針＞

①予防保全的な維持管理及び耐久性の向上等を図る改善を実施することによって、公営

住宅の長寿命化を図ります。

②耐久性向上の改修工事や予防保全的な維持管理を実施することによる修繕周期の延

長などによってライフサイクルコストの縮減を図ります。

③修繕周期に先立って定期点検を充実し、建物の老朽化や劣化による事故などを未然に

防ぐとともに、修繕や改善の効率的な実施につなげます。
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第４章 長寿命化を図るべき公営住宅等

１.選定方法

事業手法を決定するに当たり、その選定の方法を設定します。フローは公営住宅等長寿命化

計画策定指針（平成28年（2016年）改定）を参考に町の実情を考慮し、下記のとおりとし

ます。

図４－１：事業手法の選定フロー
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２.最適な活用手法選定の基本的な考え方

最適な活用手法の選定に当たっては、団地または住棟単位で建替え、用途廃止、改善、維持

管理の各手法についての検討を行います。各手法の概要と選定に当たっての基本的な考え方を

以下のように取りまとめます。

■手法の概要と選定の考え方

①建替え

公営住宅を除却し、その土地の全部又は一部の区域に新たに公営住宅を建設します。

（余剰敷地を活用して他の団地を統合建替えするものも含む。）

＜手法選定の基本的な考え方＞

○耐用年数を経過するなど、老朽化が著しい場合

○耐震性能等が著しく不足し、改修により安全性の向上を図ることが困難な場合

○居住性能等が著しく低下し、改善による対応が困難な場合

②用途廃止

公営住宅または共同施設の用途の廃止を行います。

（代替地での建替えや他の団地の建替にあわせて統廃合する場合を含む。）

＜手法選定の基本的な考え方＞

○老朽化や安全性の不足、居住性能等の低下が著しいもののうち、下記の要件により現在

地での建替えが困難な場合

・敷地の規模や形状等から現在地での建替えが困難な場合

・当該団地に対する入居需要が見込めない場合

・他の公共施設への転用や都市計画事業の施行を前提とする場合

③改善

居住性能等の向上を目的に改善を行います。

＜手法選定の基本的な考え方＞

○居住性能等が著しく低下し、下記の事項について改善を要する場合

・居住性向上型（住戸規模階段、間取り変更、設備改修等）

・福祉対応型（段差解消、手すり設置、エレベーター設置等）

・安全性確保型（耐震改修、防火区画、2方向避難確保等）

・長寿命型（外壁改修、屋上防水、配管改修等）
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④維持管理

計画期間（10年間）にわたり、既存の公営住宅について維持管理します。

＜手法選定の基本的な考え方＞

○上記のいずれの活用手法にも該当せず、下記により計画期間に亘り公営住宅を適切に

維持管理する場合

・公営住宅を適切に維持するために行う保守点検

・経常修繕（経常的に必要となる不具合に対する応急措置）

・計画修繕（修繕周期等に基づき計画的に実施する大規模な修繕）

・空き家修繕
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３.事業手法の選定

（１）将来のストック量の推計

需要推計は「公営住宅等長寿命化計画策定指針 平成28年（2016年）8月改定（国土交

通省住宅局住宅総合整備課）」によるプログラムを用いて計算します。以下に基本的な流れを

示します。

（１）－１ ストック推計の流れ

【ステップ０】事業主体単位の世帯数の推計（世帯主年齢５歳階級別世帯類型別）

人口推計（国立社会保障・人口問題研究所 平成２５年（2013年）「日本の地域別将

来推計人口」）をもとに世帯数を推計する。

【ステップ１】借家世帯の世帯人員・収入分位別世帯数の推計

１）住所所有関係・世帯人員・年間収入階級別世帯数の推計

２）借家世帯の世帯人員・収入別世帯数の推計

【ステップ２】公営住宅収入基準を満たす世帯のうち「公営住宅の施策対象世帯数」の推計

１）基準年収以下の世帯の割合の推計

・本来階層：収入分位25％以下の世帯

・裁量階層：収入分位40％以下の世帯

２）本来階層の世帯数の割合

３）裁量階層の世帯数の割合

【ステップ３】公営住宅の施策対象世帯のうち「著しい困窮年収未満の世帯数」の推計

１）最低居住面積水準の民間賃貸住宅の家賃水準の推計

２）適正な家賃負担率の範囲で最低居住面積水準の民間賃貸住宅の入居に必要な年収

の推計

３）必要年収未満の世帯数の推計（借家の世帯人員・収入分位別）

 世帯数＝世帯主率＝人口×世帯主率（人口に占める世帯主数の割合） 
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（１）－２ 将来の町営住宅の供給目標

公営住宅等長寿命計画策定指針（平成28年（2016年）改定）による公営住宅等の需要の

見通しに基づく将来のストック量の推計（ストック推計プログラム町村版による推計）の結果

から与謝野町における著しい困窮年収未満の世帯数の計算を行いました。

推計の結果、目標年度となる 2028年時点における著しい困窮年収未満の世帯数は、現在

管理している府営、町営住宅のストック量以下となりました。以上のことから、町営住宅にお

いては新規整備事業や建替え事業を行わず、耐用年数を経過した建物について用途廃止を進め

ることで管理戸数の縮減を図り、2028年度の町営住宅目標ストック量を145戸とします。

※用途廃止予定となる住宅のうち、入居者がいる住宅については退去後に用途廃止を行います。また、上記の

供給目標に、耐用年数を満了し用途廃止予定となる住宅の戸数は含めないものとします。

平成31年（2019年）度から令和10年（2028年）度の供給目標を145

戸とする。
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（２）一次判定

（２）－１ 一次判定の基準

一次判定では、「①団地敷地の現在の立地環境等の社会的特性を踏まえた管理方針」と「②住

棟の現在の物理的特性による改善の必要性・可能性」の2段階の検討から事業手法を仮設定し

ます。

①団地敷地の現在の立地環境等の社会的特性を踏まえた管理方針

Ⅰ）需要

以下の項目について、どちらかの基準を満たしている場合は「○」とする。

Ⅱ）効率性

以下の項目について、すべて基準を満たしている場合は「○」とする。

Ⅲ）立地

以下の項目について、すべて基準を満たしている場合は「○」とする。

判定項目 判定基準

応募/募集

平成31年（2019年）度から令和5年（2023年）度までの実績で

判定する。

・募集を行った場合を「○」とする。

空き家数
令和5年（2023年）4月時点の空き家率で判定する。

・空き家率が30％以下の場合を「○」とする。

判定項目 判定基準

用途地域

当該住棟が立地する用途地域について判定する。

・都市計画区域内（特別基準指定区域を含む）に立地する場合を「○」

とする。

敷地規模
当該住棟が立地する敷地面積について判定する。

・敷地面積が1,000㎡以上の場合を「○」とする。

敷地形状
当該住棟が立地する敷地形状について判定する。

・敷地形状が整形な場合を「○」とする。

判定項目 判定基準

利便性

当該住棟の立地に対する利便性について判定する。

・当該住棟から1,500ｍの範囲に『鉄道駅、小学校、病院、店舗（ス

ーパー等）』のうち、いずれかがある場合を「○」とする。

災害危険

区域等

建築基準法第 39条の災害危険区域及びその他法令等に基づく区域内

に立地しているか判定する。

・『災害危険区域、土砂災害警戒区域、河川保全区域』のいずれの区域

にも指定されていない場合を「○」とする。

地域

バランス

団地の継続管理の必要性について判定する。

・地域バランスの観点から一定の地区ごとに1団地を選定し、その団
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②住棟の現在の物理的特性による改善の必要性・可能性

●躯体・避難の安全性に係る改善の必要性・可能性

ア）改善の必要性について

以下の項目について、すべて基準を満たしている場合は「改善不要」と判断する。

「改善必要」となった場合は「イ）改善の可能性」に進む。

イ）改善の可能性について

以下の項目について、基準を満たしている場合は「改善可能」と判断する。

●住居性に係る改善の必要性

以下の項目について、すべて基準を満たしている場合は「改善不要」と判断する。

地を「○」とする。

判定項目 判定基準

耐震性 耐震性の有無について判定する。

・すでに耐震診断を行い耐震性が確認された場合を「○」とする。

・木造は、平成12年（2000年）度以降に建設された場合を「○」

とする。

・木造以外は、昭和56年（1981年）度以降に建設された場合を「○」

とする。

二方向避難 二方向避難（建築基準法第121条）の有無について判定する。

・二方向避難が確保されている場合を「○」とする。

防火区画 防火区画（建築基準法第26条、建築基準法施行令第112条）の有無

について判定する。

・防火区画が確保されている場合を「○」とする。

判定項目 判定基準

耐震改修
耐震改修の可能性について判定する。

・昭和56年（1981年）度以降に建設された場合を「○」とする。

判定項目 判定基準

住戸面積
・居住面積が39㎡以上（都市居住型誘導居住面積水準：3世帯での

面積）の場合を「○」とする。

バリアフリー

性

・手すり（共用部、住戸内）が設置されている場合を「○」とする。

・玄関に段差がない場合を「○」とする。

住戸内の

設備状況

・浴室が設置されている場合を「○」とする。

・3か所給湯が設置されている場合を「○」とする。

現地調査

総合結果

現地調査の結果を以下のA～Dの基準で判断する。

B～Dの場合、「改善必要」とする。

Ａ：当面は通常点検で管理するもの

Ｂ：中期（目安5～10 年）での管理が必要
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改善不要 改善が必要
優先的な対応が必要

（改善可能）

優先的な対応が必要

（改善不可能）

維持管理 改善、または建替 優先的な改善、又は優先的な建替 優先的な建替

天神山団地[長寿命化実施済]
男山第1団地

Aグループ

維持管理、又は用途廃止 改善、建替、又は用途廃止
優先的な改善、優先的な建替、

又は優先的な用途廃止
優先的な建替、又は優先的な用途廃止

Bグループ

維持管理す
る団地

継続管理に

ついて判断

を保留する
団地

山王下団地[長寿命化実施済]
下山田団地

下山田団地（特公賃）

算所団地

中坪団地
安良団地

小井根団地

池田団地
天神山第2団地

男山第2団地

三合池団地

尾の上団地（木造、準耐火）

矢倉団地
小谷団地

大籔団地（木造、準耐火）

河守団地
森ノ下団地（準耐火）

桜谷団地

船山団地（木造、準耐火）

（２）－２ 一次判定の結果

Ｃ：短期（目安3 年以内）での更新が必要

Ｄ：重大な事故に繋がる恐れがあり、緊急な更新が必要

図４－２：一次判定の結果
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改善の
必要性

改善の
可能性

2 4 S46 木造平屋 52 30 -22 必要 不可能 優先的な対応が必要(改善不可能) - 優先的な対応が必要(改善不可能) Ｂ 優先的な建替、優先的な用途廃止

3 9 S47 51 45 -6 必要 不可能

2 8 S48 50 45 -5 必要 不可能

2 8 S49 49 45 -4 必要 不可能

2 8 S50 48 45 -3 必要 不可能

1 4 S51 47 45 -2 必要 不可能

1 5 S56 42 45 3 必要 可能

1 5 S58 40 45 5 必要 可能

3 中坪団地 1 5 S59 準耐火平屋 39 45 6 〇 × 〇 判断保留 必要 可能 優先的な対応が必要(改善可能) - 優先的な対応が必要(改善可能) Ｂ 優先的な改善、優先的な建替、優先的な用途廃止

4 安良団地 1 5 S62 準耐火2階 36 45 9 〇 × × 判断保留 必要 可能 優先的な対応が必要(改善可能) - 優先的な対応が必要(改善可能) Ｂ 優先的な改善、優先的な建替、優先的な用途廃止

5 小井根団地 2 4 H2 木造2階 33 30 -3 〇 × × 判断保留 必要 可能 優先的な対応が必要(改善可能) - 優先的な対応が必要(改善可能) Ｂ 優先的な改善、優先的な建替、優先的な用途廃止

6 池田団地 3 6 H3 木造2階 32 30 -2 ○ × × 判断保留 必要 可能 優先的な対応が必要(改善可能) - 優先的な対応が必要(改善可能) Ｂ 優先的な改善、優先的な建替、優先的な用途廃止

6

6

6

6

2 木造平屋

2 木造2階

2 木造平屋

2 木造2階

1 2 木造平屋

12

12

2 木造平屋

2 木造2階

2 木造平屋

2 木造2階

2 木造平屋

2 木造2階

2 木造平屋

2 木造2階

11 矢倉団地 2 2 S29 木造平屋 69 30 -39 〇 × × 判断保留 必要 不可能 優先的な対応が必要(改善不可能) - 優先的な対応が必要(改善不可能) Ｂ 優先的な建替、優先的な用途廃止

12 小谷団地 1 1 S35 木造平屋 63 30 -33 〇 × × 判断保留 必要 不可能 優先的な対応が必要(改善不可能) - 優先的な対応が必要(改善不可能) Ｂ 優先的な建替、優先的な用途廃止

3 6 S39 59 30 -29 必要 不可能

2 4 S41 57 30 -27 必要 不可能

2 4 S42 56 30 -26 必要 不可能

3 6 S43 55 30 -25 必要 不可能

1 5 S52 46 45 -1 必要 不可能

1 4 S53 45 45 0 必要 不可能

14 河守団地 1 2 S41 木造平屋 57 30 -27 〇 × × 判断保留 必要 不可能 優先的な対応が必要(改善不可能) - 優先的な対応が必要(改善不可能) Ｂ 優先的な建替、優先的な用途廃止

3 9 S45 53 45 -8 必要 不可能

2 8 S46 52 45 -7 必要 不可能

1 4 S54 準耐火2階 44 45 1 必要 不可能 -

12

16

17 桜谷団地 2 2 S29 木造平屋 69 30 -39 〇 × × 判断保留 必要 不可能 優先的な対応が必要(改善不可能) - 優先的な対応が必要(改善不可能) Ｂ 優先的な建替、優先的な用途廃止

1 6

1 8

　　　(特公賃) 1 4 耐火2階 〇 × × 判断保留 居住性に係る評価項目へ 必要 改善必要 Ｂ 改善、建替、用途廃止

1 4 S62 36 30 -6 必要 可能

3 6 S63 35 30 -5 必要 可能

3 6 S41 57 30 -27 必要 不可能

2 4 S42 56 30 -26 必要 不可能

1 2 S43 55 30 -25 必要 不可能

1 2 S44 54 30 -24 必要 不可能

1 2 S45 53 30 -23 必要 不可能

1 5 S50 48 45 -3 必要 不可能

1 7 S51 47 45 -2 必要 不可能

一次判定

①団地敷地の現在の立地環境等の社会的特性を踏まえた管理方針 ②住棟の現在の物理的特性による改善の必要性・可能性

躯体・避難の安全性に係る改善
番号 団地名 棟数

管理
戸数

建設年度 構造等
経過
年数

耐用
年限

残耐用
年数

１次判定結果

ⅰ）需要
ⅱ）効率性
（高度利用）

ⅲ）立地 判定結果 判定結果
居住性に係る
改善の必要性
による判定

判定結果

1 尾の上団地 × × 〇 判断保留
準耐火平屋 優先的な対応が必要(改善不可能) - 優先的な対応が必要(改善不可能) Ｂ 優先的な建替、優先的な用途廃止

2 算所団地 準耐火２階 〇 × 〇 判断保留 優先的な対応が必要(改善可能) - 優先的な対応が必要(改善可能) Ｂ 優先的な改善、優先的な建替、優先的な用途廃止

7 天神山団地

1 H11

中層耐火3階

24 70 46

〇 〇 〇 継続管理

不要 -

居住性に係る評価項目へ 必要 改善必要 Ａ 改善、建替

1 H12 23 70 47 不要 -

8 天神山第2団地

1

H16 19 30 11 〇 × × 判断保留 必要 可能 優先的な対応が必要(改善可能) - 優先的な対応が必要(改善可能) Ｂ 優先的な改善、優先的な建替、優先的な用途廃止
1

9 男山第1団地 1 H13 中層耐火3階 22 70 48 〇 〇 〇 継続管理 不要 - 居住性に係る評価項目へ 必要 改善必要 Ａ 改善、建替

1

1

1

1

13 大籔団地

木造平屋

× × 〇 判断保留

優先的な対応が必要（改善不可能） - 優先的な対応が必要（改善不可能） Ｂ 優先的な建替、優先的な用途廃止

準耐火2階 優先的な対応が必要(改善不可能) - 優先的な対応が必要(改善不可能) Ｂ 優先的な建替、優先的な用途廃止

15 森ノ下団地
準耐火平屋

× × × 判断保留 優先的な対応が必要(改善不可能)
-

優先的な対応が必要(改善不可能) Ｂ 優先的な建替、優先的な用途廃止

16 山王下団地 1 H15 中層耐火3階 20 70 50 〇 × × 判断保留 不要 - 居住性に係る評価項目へ 必要 改善必要 Ｂ 改善、建替、用途廃止

18
下山田団地

H13
耐火2階

22 70 48
〇 × × 判断保留

不要 -
居住性に係る評価項目へ 必要 改善必要 Ｂ 改善、建替、用途廃止

19 三合池団地 木造平屋 〇 × × 判断保留 優先的な対応が必要(改善可能) - 優先的な対応が必要(改善可能) Ｂ 優先的な改善、優先的な建替、優先的な用途廃止

木造平屋 優先的な対応が必要(改善不可能) - 優先的な対応が必要(改善不可能) Ｂ 優先的な建替、優先的な用途廃止

準耐火2階 優先的な対応が必要(改善不可能) - 優先的な対応が必要(改善不可能) Ｂ 優先的な建替、優先的な用途廃止

10 男山第2団地 H14 21 30 9 〇 ○ × 判断保留 必要 可能 優先的な対応が必要(改善可能) - 優先的な対応が必要(改善可能) Ｂ 優先的な改善、優先的な建替、優先的な用途廃止

20 船山団地 × × × 判断保留

（２）－３ 一次判定の結果一覧表（表４－１）
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利便性
地域

バランス

判定 判定 判定 判定 判定 判定 災害危険区域
京都府指定
土砂災害
警戒区域

河川保全区域 判定 判定

2 4 S46 木造平屋 52 30 -22

3 9 S47 51 45 -6

2 8 S48 50 45 -5

2 8 S49 49 45 -4

2 8 S50 48 45 -3

1 4 S51 47 45 -2

1 5 S56 42 45 3

1 5 S58 40 45 5

3 中坪団地 1 5 S59 準耐火平屋 39 45 6 - × 20% ○ 〇 区域外 × 741.47  × 細長 × × 〇 - - - 〇 ○ 〇 判断保留

4 安良団地 1 5 S62 準耐火2階 36 45 9 1/1 ○ 20% ○ 〇 区域外 × 791.46  × 細長 × × 〇 - 区域内 - × ○ × 判断保留

5 小井根団地 2 4 H2 木造2階 33 30 -3 1/1 ○ 0% 〇 〇 区域外 × 659.23  × 整形 〇 × 〇 - 区域内 - × ○ × 判断保留

6 池田団地 3 6 H3 木造2階 32 30 -2 3/2 ○ 0% ○ ○ 区域外 × 2,356.88  〇 整形 〇 × 〇 - 区域内 - × ○ × 判断保留

6

6

6

6

2 木造平屋

2 木造2階

2 木造平屋

2 木造2階

1 2 木造平屋

12

12

2 木造平屋

2 木造2階

2 木造平屋

2 木造2階

2 木造平屋

2 木造2階

2 木造平屋

2 木造2階

11 矢倉団地 2 2 S29 木造平屋 69 30 -39 - × 0% ○ × 区域外 × 1,055.20 〇 整形 〇 × 〇 - 区域内 - × × × 判断保留

12 小谷団地 1 1 S35 木造平屋 63 30 -33 - × 0% ○ × 区域外 × 744.08 × 整形 〇 × 〇 - 区域内 - × × × 判断保留

3 6 S39 59 30 -29

2 4 S41 57 30 -27

2 4 S42 56 30 -26

3 6 S43 55 30 -25

1 5 S52 46 45 -1

1 4 S53 45 45 0

①団地敷地の現在の立地環境等の社会的特性を踏まえた管理方針

ⅰ）需要 ⅱ）効率性（高度利用） ⅲ）立地

応募/募集 空き家率 用途地域 敷地規模（㎡） 敷地形状 災害危険区域等番号 団地名 棟数
管理
戸数

建設年度 構造等
経過
年数

耐用
年限

残耐用
年数

判定結果

ⅰ）判定
活用に適するか
適さないか

ⅱ）判定
活用に適するか
適さないか

ⅲ）判定
活用に適するか
適さないか

ⅰ）～ⅲ）全て適用
　→継続管理する団地

それ以外
　→継続管理について
　　判断を留保する団地

1 尾の上団地 - × 66% × × 区域外 × 7,562.84  〇 不整形 × × 〇 - - - 〇 ○ 〇 判断保留
準耐火平屋

2 算所団地 準耐火２階 - × 30% ○ 〇 区域外 × 708.68  × 整形 〇 × 〇 - - - 〇 ○ 〇 判断保留

7 天神山団地

1 H11

中層耐火3階

24 70 46

8/20 ○ 25% 〇 〇
特別基準
指定区域

〇 1,397.00  〇 整形 〇 〇 〇 - - - 〇 ○ 〇 継続管理

1 H12 23 70 47

8 天神山第2団地

1

H16 19 30 11 4/1 〇 10% 〇 〇
特別基準
指定区域

〇 748.38 × 不整形 × × 〇 - - - 〇 × × 判断保留
1

9 男山第1団地 1 H13 中層耐火3階 22 70 48 0/2 × 13% 〇 〇
特別基準
指定区域

〇 〇 整形 〇 〇 〇 - - - 〇 ○ 〇 継続管理

1

1

1

1

13 大籔団地

木造平屋

- × 45% × × 区域外 × 8,660.02 〇 整形 〇 × 〇 - - - 〇 ○ 〇 判断保留

準耐火2階

7,026.40

10 男山第2団地 H14 21 30 9 - × 6% 〇 〇
特別基準
指定区域

〇 〇 整形 〇 ○ 〇 - - - 〇 × × 判断保留

①団地敷地の現在の立地環境等の社会的特性を踏まえた管理方針（表４－２）
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可能性
現地調査
総合結果

耐震性
二方向
避難

防火区画 改善の必要性 耐震改修の可能性 判定
共用部
手すり

住戸内
手すり

玄関
段差

判定 浴室
３か所
給湯

判定 判定

2 4 S46 木造平屋 52 30 -22 × - × 必要 不可能 優先的な対応が必要(改善不可能) 31.40  × - - 優先的な対応が必要(改善不可能)

3 9 S47 51 45 -6 × - × 必要 不可能 33.88  ×

2 8 S48 50 45 -5 × - × 必要 不可能 36.63  ×

2 8 S49 49 45 -4 × - × 必要 不可能 41.60  〇

2 8 S50 48 45 -3 × - × 必要 不可能 43.50  〇

1 4 S51 47 45 -2 × - × 必要 不可能 46.44  〇

1 5 S56 42 45 3 ○ - × 必要 可能 65.56  〇

1 5 S58 40 45 5 ○ - 〇 必要 可能 65.56  〇

3 中坪団地 1 5 S59 準耐火平屋 39 45 6 ○ - 〇 必要 可能 優先的な対応が必要(改善可能) 58.39  〇 × × × × 〇 × × Ｃ - 優先的な対応が必要(改善可能)

4 安良団地 1 5 S62 準耐火2階 36 45 9 ○ - 〇 必要 可能 優先的な対応が必要(改善可能) 71.23  〇 × × ○ × 〇 〇 〇 Ａ - 優先的な対応が必要(改善可能)

5 小井根団地 2 4 H2 木造2階 33 30 -3 × - × 必要 可能 優先的な対応が必要(改善可能) 67.88  〇 × × ○ × 〇 × × Ｃ - 優先的な対応が必要(改善可能)

6 池田団地 3 6 H3 木造2階 32 30 -2 × - × 必要 可能 優先的な対応が必要(改善可能) 81.93  〇 × × ○ × 〇 × × Ｃ - 優先的な対応が必要(改善可能)

6 56.60  〇

6 69.50  〇

6 56.60  〇

6 69.50  〇

2 木造平屋 55.00  〇

2 木造2階 72.90  〇

2 木造平屋 55.00  〇

2 木造2階 72.90  〇

1 2 木造平屋 65.90  〇

12 56.70  〇

12 69.50  〇

2 木造平屋 54.00  〇

2 木造2階 71.20  〇

2 木造平屋 54.00  〇

2 木造2階 71.20  〇

2 木造平屋 54.00  〇

2 木造2階 71.20  〇

2 木造平屋 54.00  〇

2 木造2階 71.20  〇

11 矢倉団地 2 2 S29 木造平屋 69 30 -39 × - × 必要 不可能 優先的な対応が必要(改善不可能) 40.40  ○ × × ○ × 〇 × × - - 優先的な対応が必要(改善不可能)

12 小谷団地 1 1 S35 木造平屋 63 30 -33 × - × 必要 不可能 優先的な対応が必要(改善不可能) 28.05  × × × ○ × × × × - - 優先的な対応が必要(改善不可能)

3 6 S39 59 30 -29 × - × 必要 不可能 31.05  ×

2 4 S41 57 30 -27 × - × 必要 不可能 31.05  ×

2 4 S42 56 30 -26 × - × 必要 不可能 31.05  ×

3 6 S43 55 30 -25 × - × 必要 不可能 31.05  ×

1 5 S52 46 45 -1 × - × 必要 不可能 56.70  〇

1 4 S53 45 45 0 × - × 必要 不可能 56.70  〇

14 河守団地 1 2 S41 木造平屋 57 30 -27 × - × 必要 不可能 優先的な対応が必要(改善不可能) 31.05  × × × ○ × 〇 × × - - 優先的な対応が必要(改善不可能)

3 9 S45 53 45 -8 × - × 必要 不可能 33.55  ×

2 8 S46 52 45 -7 × - × 必要 不可能 33.55  ×

1 4 S54 準耐火2階 44 45 1 × - × 必要 不可能 62.70  〇 - -

12 43.10  〇

16 66.00  〇

17 桜谷団地 2 2 S29 木造平屋 69 30 -39 × - × 必要 不可能 優先的な対応が必要(改善不可能) 40.40  ○ × × ○ × 〇 × × - - 優先的な対応が必要(改善不可能)

1 6 75.10  〇

1 8 52.50  〇

　　　(特公賃) 1 4 耐火2階 居住性に係る評価項目へ 99.72  〇 B 必要 改善必要

1 4 S62 36 30 -6 × - × 必要 可能 61.90  〇

3 6 S63 35 30 -5 × - × 必要 可能 61.80  〇

3 6 S41 57 30 -27 × - × 必要 不可能 31.00  ×

2 4 S42 56 30 -26 × - × 必要 不可能 31.00  ×

1 2 S43 55 30 -25 × - × 必要 不可能 31.00  ×

1 2 S44 54 30 -24 × - × 必要 不可能 31.00  ×

1 2 S45 53 30 -23 × - × 必要 不可能 31.40  ×

1 5 S50 48 45 -3 × - × 必要 不可能 52.40  〇

1 7 S51 47 45 -2 × - × 必要 不可能 54.60  〇

②住棟の現在の物理的特性による改善の必要性・可能性

躯体・避難の安全性に係る改善 居住性に係る改善の必要性

必要性 住戸面積 バリアフリー性
住戸内の
設備状況番号 団地名 棟数

管理
戸数

建設年度 構造等
経過
年数

耐用
年限

残耐用
年数

判定結果
躯体・避難の安全性による判定

居住性に係る
改善の必要性
による判定

1 尾の上団地 × × ○ × 〇 × ×
準耐火平屋 優先的な対応が必要(改善不可能) Ｃ - 優先的な対応が必要(改善不可能)

2 算所団地 準耐火２階 優先的な対応が必要(改善可能) × × × × 〇 × × Ｃ - 優先的な対応が必要(改善可能)

7 天神山団地

1 H11

中層耐火3階

24 70 46 〇 〇 〇 不要 -

居住性に係る評価項目へ ○ ○ × × 〇 〇 〇 Ｃ 必要 改善必要

1 H12 23 70 47 〇 〇 〇 不要 -

8 天神山第2団地

1

H16 19 30 11 〇 - × 必要 可能 優先的な対応が必要(改善可能) ○ ○ ○ 〇 〇 〇 〇 Ｂ - 優先的な対応が必要(改善可能)
1

9 男山第1団地 1 H13 中層耐火3階 22 70 48 〇 〇 〇 不要 - 居住性に係る評価項目へ ○ ○ × × 〇 〇 〇 Ｂ 必要 改善必要

1

1

1

1

13 大籔団地

木造平屋 優先的な対応が必要(改善不可能)

× × ○ × 〇 × ×

- - 優先的な対応が必要(改善不可能)

準耐火2階 優先的な対応が必要(改善不可能) Ｃ - 優先的な対応が必要(改善不可能)

15 森ノ下団地
準耐火平屋

優先的な対応が必要(改善不可能) × × ○ × 〇 × ×
- -

優先的な対応が必要(改善不可能)

16 山王下団地 1 H15 中層耐火3階 20 70 50 〇 〇 〇 不要 - 居住性に係る評価項目へ ○ ○ × × 〇 〇 〇 C 必要 改善必要

18
下山田団地

H13
耐火2階

22 70 48 〇 〇 〇 不要 -
居住性に係る評価項目へ

○ ○ × × 〇 〇 〇
B 必要 改善必要

19 三合池団地 木造平屋 優先的な対応が必要(改善可能) × × ○ × 〇 〇 〇 B - 優先的な対応が必要(改善可能)

木造平屋 優先的な対応が必要(改善不可能) - - 優先的な対応が必要(改善不可能)

準耐火2階 優先的な対応が必要(改善不可能) C - 優先的な対応が必要(改善不可能)

10 男山第2団地 H14 21 30 9 〇 - × 必要 可能 優先的な対応が必要(改善可能) ○ ○ ○ 〇 〇 〇 〇 Ｂ - 優先的な対応が必要(改善可能)

20 船山団地 × × ○ × 〇 × ×

②住棟の現在の物理的特性による改善の必要性・可能性（表４－３）
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（３）二次判定

（３）－１ 二次判定の基準

二次判定では、一次判定において事業手法・管理方針の判断を保留した団地・住棟を対象と

して、建替えと改善事業を実施した場合のライフサイクルコスト（ＬＣＣ）比較による仮設定

と将来のストック量を踏まえた事業手法の仮設定を行います。

Aグループ ライフサイクルコスト（LCC）比較による事業手法の仮設定

一次判定においてAグループとなった団地を対象として、改善事業を実施する場合と建替

え事業を実施する場合のライフサイクルコスト（LCC）比較を行います。改善事業よりも建替

え事業を実施する方がライフサイクルコスト（LCC）を縮減できる場合に、事業手法を建替え

と仮設定します。

Bグループ 将来のストック量を踏まえた事業手法の仮設定

一次判定においてBグループとなった団地を対象として、将来ストック量を踏まえた事業手

法の仮設定を行います。公営住宅の経過年数及び一次判定の結果から将来的な活用の優先順位

を検討し、将来にわたって「継続管理する団地」とするのか、将来的には他団地との集約など

により用途廃止することを想定する「当面管理する団地（建替を前提にしない）」とするのかの

判定を行います。

一次判定の結果については、「①団地敷地の現在の立地環境等の社会的特性を踏まえた管理

方針」の各項目を点数化し、総数により優先順位を検討します。「〇」となった項目について

1点を付け、最大で10点とします。また、点数の結果と建物の経過年数から総合的に判定し

ます。

点数

応募/募集

空家率

用途地域

敷地規模

敷地形状

公益施設(1,500ｍ以内)

災害危険区域

土砂災害警戒区域

河川保全区域

地域バランス

最大10点

各1点　最大2点

各1点　最大3点

各1点　最大5点

総数

項目

需要

効率性

立地

表４－４：優先順位の考え方
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優先的な対応が必要

（改善不可能）
改善不要 改善が必要

優先的な対応が必要

（改善可能）

維持管理 改善 建替 優先的な改善 優先的な建替 優先的な建替

当面

維持管理
用途廃止

改善し

当面維持管理
用途廃止

優先的に改善し

当面維持管理

優先的な

用途廃止

優先的な

用途廃止

維持管理

する団地

天神山団地[長寿命化実施済]

男山第１団地

山王下団地[長寿命化実施済]

下山田団地

下山田団地（特公賃）

当面管理

する団地

（建替を

前提とし

ない）

安良団地

小井根団地

池田団地

天神山第２団地

男山第２団地

三合池団地

算所団地

中坪団地

尾の上団地（木造、準耐火）

矢倉団地

小谷団地

大籔団地（木造、準耐火）

河守団地

森ノ下団地（準耐火）

桜谷団地

船山団地（木造、準耐火）

（３）－２ 二次判定の結果

優先的な対応が必要(改善可能)な団地について

団地 一次判定 二次判定 理由

算所団地
優先的な改善、優先的な建替
優先的な用途廃止

優先的な用途廃止
耐用年数が近いため改善をせず維持管理し、耐用年数
満了の際に用途廃止を行う。

中坪団地
優先的な改善、優先的な建替
優先的な用途廃止

優先的な用途廃止
耐用年数が近いため改善をせず維持管理し、耐用年数
満了の際に用途廃止を行う。

安良団地
優先的な改善、優先的な建替
優先的な用途廃止

優先的に改善し
当面維持管理

平成28年（2016年）度に改善を行ったため、耐用
年数満了まで使用し用途廃止を行う。

小井根団地
優先的な改善、優先的な建替
優先的な用途廃止

優先的に改善し
当面維持管理

平成30年（2018年）度に改善を行ったため、耐用
年数満了まで使用し用途廃止を行う。

池田団地
優先的な改善、優先的な建替
優先的な用途廃止

優先的に改善し
当面維持管理

平成29年（2017年）度に改善を行ったため、耐用
年数満了まで使用し用途廃止を行う。

天神山第2団地
優先的な改善、優先的な建替
優先的な用途廃止

優先的に改善し
当面維持管理

今後改善を行い、耐用年数満了まで使用し用途廃止を
行う。

男山第2団地
優先的な改善、優先的な建替
優先的な用途廃止

優先的に改善し
当面維持管理

今後改善を行い、耐用年数満了まで使用し用途廃止を
行う。

三合池団地
優先的な改善、優先的な建替
優先的な用途廃止

優先的に改善し
当面維持管理

平成26、29、30年（2014、2017、2018年）
度に改善を行ったため、耐用年数満了まで使用し用途
廃止を行う。

図４－３：二次判定の結果

表４－５：優先的な対応が必要（改善可能）な団地への対応について
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ＬＣＣ比較して、
建替と改善のどちらが
ＬＣＣ縮減できるか

計画期間内に建替えるこ
とが可能であるか

残耐用年数
１次判定
ⅰ）需要
判定結果

１次判定
ⅱ）効率性
判定結果

１次判定
ⅲ）立地
判定結果

総数
将来的な活用に
あたっての優先

順位

2 4 S46 木造平屋 52 30 -22 優先的な対応が必要(改善不可能) Ｂ 優先的な建替、優先的な用途廃止 -22
当面管理する団地

（建替を前提としない）
優先的な用途廃止

3 9 S47 51 45 -6 -6

2 8 S48 50 45 -5 -5

2 8 S49 49 45 -4 -4

2 8 S50 48 45 -3 -3

1 4 S51 47 45 -2 -2

1 5 S56 42 45 3 3

1 5 S58 40 45 5 5

3 中坪団地 1 5 S59 準耐火平屋 39 45 6 判断保留 優先的な対応が必要(改善可能) Ｂ 優先的な改善、優先的な建替、優先的な用途廃止 6 2 0 5 7 5
当面管理する団地

（建替を前提としない）
優先的な用途廃止

4 安良団地 1 5 S62 準耐火2階 36 45 9 判断保留 優先的な対応が必要(改善可能) Ｂ 優先的な改善、優先的な建替、優先的な用途廃止 9 2 0 4 6 4
当面管理する団地

（建替を前提としない）
優先的に改善し当面維持管理

5 小井根団地 2 4 H2 木造2階 33 30 -3 判断保留 優先的な対応が必要(改善可能) Ｂ 優先的な改善、優先的な建替、優先的な用途廃止 -3 2 1 4 7 3
当面管理する団地

（建替を前提としない）
優先的に改善し当面維持管理

6 池田団地 3 6 H3 木造2階 32 30 -2 判断保留 優先的な対応が必要(改善可能) Ｂ 優先的な改善、優先的な建替、優先的な用途廃止 -2 1 2 4 7 3
当面管理する団地

（建替を前提としない）
優先的に改善し当面維持管理

6

6

6

6

2 木造平屋

2 木造2階

2 木造平屋

2 木造2階

1 2 木造平屋

12

12

2 木造平屋

2 木造2階

2 木造平屋

2 木造2階

2 木造平屋

2 木造2階

2 木造平屋

2 木造2階

11 矢倉団地 2 2 S29 木造平屋 69 30 -39 判断保留 優先的な対応が必要(改善不可能) Ｂ 優先的な建替、優先的な用途廃止 -39 0 2 3 5 5
当面管理する団地

（建替を前提としない）
優先的な用途廃止

12 小谷団地 1 1 S35 木造平屋 63 30 -33 判断保留 優先的な対応が必要(改善不可能) Ｂ 優先的な建替、優先的な用途廃止 -33 0 1 3 4 6
当面管理する団地

（建替を前提としない）
優先的な用途廃止

3 6 S39 59 30 -29 -29

2 4 S41 57 30 -27 -27

2 4 S42 56 30 -26 -26

3 6 S43 55 30 -25 -25

1 5 S52 46 45 -1 -1

1 4 S53 45 45 0 0

14 河守団地 1 2 S41 木造平屋 57 30 -27 判断保留 優先的な対応が必要(改善不可能) Ｂ 優先的な建替、優先的な用途廃止 -27 0 2 3 5 5
当面管理する団地

（建替を前提としない）
優先的な用途廃止

3 9 S45 53 45 -8 -8

2 8 S46 52 45 -7 -7

1 4 S54 準耐火2階 44 45 1 1

12

16

17 桜谷団地 2 2 S29 木造平屋 69 30 -39 判断保留 優先的な対応が必要(改善不可能) Ｂ 優先的な建替、優先的な用途廃止 -39 1 0 4 5 5
当面管理する団地

（建替を前提としない）
優先的な用途廃止

1 6

1 8

(特公賃) 1 4 耐火2階 判断保留 改善必要 Ｂ 改善、建替、用途廃止 1 2 4 7 3 維持管理する団地 改善

1 4 S62 36 30 -6 -6

3 6 S63 35 30 -5 -5

3 6 S41 57 30 -27 -27

2 4 S42 56 30 -26 -26

1 2 S43 55 30 -25 -25

1 2 S44 54 30 -24 -24

1 2 S45 53 30 -23 -23

1 5 S50 48 45 -3 -3

1 7 S51 47 45 -2 -2

２次判定

【Ａグループ対象】
ＬＣＣ比較や当面の建替事業量の
試算を踏まえた事業手法の仮設定

【Ｂグループ対象】
将来のストック量を踏まえた事業手法の仮設定

番号 団地名 棟数
管理
戸数

建設年度 構造等
経過
年数

耐用
年限

残耐用
年数

１次判定結果 ２次判定結果
①判定結果 ②判定結果 判定結果 判定結果

1 尾の上団地 判断保留 0 1 5 6 6

準耐火平屋 優先的な対応が必要(改善不可能) Ｂ 優先的な建替、優先的な用途廃止
当面管理する団地

（建替を前提としない）
優先的な用途廃止

2 算所団地 準耐火２階 判断保留 優先的な対応が必要(改善可能) Ｂ 優先的な改善、優先的な建替、優先的な用途廃止 2 1 5 8 5
当面管理する団地

（建替を前提としない）
優先的な用途廃止

7 天神山団地

1 H11

中層耐火3階

24 70 46

継続管理 改善必要 Ａ 改善、建替 改善 - 改善 改善

1 H12 23 70 47

8
天神山第2団
地

1

H16 19 30 11 判断保留 優先的な対応が必要(改善可能) Ｂ 優先的な改善、優先的な建替、優先的な用途廃止 11 1 1 4 6 3
当面管理する団地

（建替を前提としない）
優先的に改善し当面維持管理

1

9 男山第1団地 1 H13 中層耐火3階 22 70 48 継続管理 改善必要 Ａ 改善、建替 改善 - 改善 改善

1

1

1

1

13 大籔団地

木造平屋

判断保留

優先的な対応が必要（改善不可能） Ｂ 優先的な建替、優先的な用途廃止

0 2 5 7 6

当面管理する団地
（建替を前提としない）

優先的な用途廃止

準耐火2階 優先的な対応が必要(改善不可能) Ｂ 優先的な建替、優先的な用途廃止
当面管理する団地

（建替を前提としない）
優先的な用途廃止

15 森ノ下団地
準耐火平屋

判断保留 優先的な対応が必要(改善不可能) Ｂ 優先的な建替、優先的な用途廃止 0 1 4 5 5
当面管理する団地

（建替を前提としない）
優先的な用途廃止

16 山王下団地 1 H15 中層耐火3階 20 70 50 判断保留 改善必要 Ｂ 改善、建替、用途廃止 50 2 2 4 8 2 維持管理する団地 改善

18
下山田団地

H13
耐火2階

22 70 48
判断保留 改善必要 Ｂ 改善、建替、用途廃止

48
2 2 4 8 2 維持管理する団地 改善

19 三合池団地 木造平屋 判断保留 優先的な対応が必要(改善可能) Ｂ 優先的な改善、優先的な建替、優先的な用途廃止 2 1 4 7 3
当面管理する団地

（建替を前提としない）
優先的に改善し当面維持管理

木造平屋 優先的な対応が必要(改善不可能) Ｂ 優先的な建替、優先的な用途廃止
当面管理する団地

（建替を前提としない）
優先的な用途廃止

準耐火2階 優先的な対応が必要(改善不可能) Ｂ 優先的な建替、優先的な用途廃止
当面管理する団地

（建替を前提としない）
優先的な用途廃止

10 男山第2団地 H14 21 30 9 判断保留 優先的な対応が必要(改善可能) Ｂ 優先的な改善、優先的な建替、優先的な用途廃止 9 2 3 4 9 1
当面管理する団地

（建替を前提としない）
優先的に改善し当面維持管理

20 船山団地 判断保留 0 1 4 5 5

（３）－３ 二次判定の結果一覧（表４－６）
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（４）三次判定

（４）－1 三次判定の考え方

三次判定では、一次判定と二次判定の結果を踏まえ「集約・再編等の可能性を踏まえた団地・

住棟の事業手法の再判定」、「事業費の試算及び事業実施期間の調整検討」、「長期的な管理の見

通しの作成【30年程度】」の検討を行い計画期間における事業手法の決定を行います。

（４）－２ 集約・再編等の可能性を踏まえた団地・住棟の事業手法の再判定

一次判定と二次判定の結果を踏まえ、集約や再編等の検討対象となり得る団地や、異なる事

業手法に判定された住棟が混在する団地等は、効率的な事業実施のため、必要に応じて建替え

や改善等の事業手法を再判定します。あわせて、効率的な事業実施や地域ニーズへの対応等の

観点から総合的な検討を行います。

●団地単位での効率的活用に関する検討

●集約・再編等の可能性に関する検討

●地域ニーズへの対応等の総合的な検討

検討内容 判定

改善、建替えと判定された住棟が混在する団地

において、より効率的な事業実施が可能となる

場合は判定の見直しを検討します。

二次判定の結果により改善・建替と判定

された住棟が混在する団地が無いため、

判定の見直しは無しとます。

検討内容 判定

一定の地域において複数の団地が混在する場

合等は、地域の実情を踏まえて集約・再編等の

可能性を検討します。

建替え（新規整備）を行わないため、集

約・再編は実施しません。

検討内容 判定

地域ニーズに応じた医療・福祉施設や生活支援

施設等の導入について検討します。

建替え事業を行わないため、実施内容は

ありません。

団地周辺において計画されている整備事業と

の連携を検討します。

効率的な事業実施や、地域におけるソーシャル

ミックス等を検討します。

その他地域の特性に応じた検討をします。
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番号 団地名 棟数
管理戸
数

建設年
度

構造等
経過
年数

耐用
年限

残耐用
年数

２次判定結果 ３次判定

2 4 S46 木造平屋 52 30 -22 Ｂ 優先的な建替、優先的な用途廃止 優先的な用途廃止 優先的な用途廃止

3 9 S47 51 45 -6

2 8 S48 50 45 -5

2 8 S49 49 45 -4

2 8 S50 48 45 -3

1 4 S51 47 45 -2

1 5 S56 42 45 3

1 5 S58 40 45 5

3 中坪団地 1 5 S59 準耐火平屋 39 45 6 Ｂ 優先的な改善、優先的な建替、優先的な用途廃止 優先的な用途廃止 優先的な用途廃止

4 安良団地 1 5 S62 準耐火2階 36 45 9 Ｂ 優先的な改善、優先的な建替、優先的な用途廃止
優先的に改善し
当面維持管理

優先的に改善し
当面維持管理

5 小井根団地 2 4 H2 木造2階 33 30 -3 Ｂ 優先的な改善、優先的な建替、優先的な用途廃止
優先的に改善し
当面維持管理

優先的に改善し
当面維持管理

6 池田団地 3 6 H3 木造2階 32 30 -2 Ｂ 優先的な改善、優先的な建替、優先的な用途廃止
優先的に改善し
当面維持管理

優先的に改善し
当面維持管理

6

6

6

6

2 木造平屋

2 木造2階

2 木造平屋

2 木造2階

1 2 木造平屋

12

12

2 木造平屋

2 木造2階

2 木造平屋

2 木造2階

2 木造平屋

2 木造2階

2 木造平屋

2 木造2階

11 矢倉団地 2 2 S29 木造平屋 69 30 -39 Ｂ 優先的な建替、優先的な用途廃止 優先的な用途廃止 優先的な用途廃止

12 小谷団地 1 1 S35 木造平屋 63 30 -33 Ｂ 優先的な建替、優先的な用途廃止 優先的な用途廃止 優先的な用途廃止

3 6 S39 59 30 -29

2 4 S41 57 30 -27

2 4 S42 56 30 -26

3 6 S43 55 30 -25

1 5 S52 46 45 -1

1 4 S53 45 45 0

14 河守団地 1 2 S41 木造平屋 57 30 -27 Ｂ 優先的な建替、優先的な用途廃止 優先的な用途廃止 優先的な用途廃止

3 9 S45 53 45 -8

2 8 S46 52 45 -7

1 4 S54 準耐火2階 44 45 1

12

16

17 桜谷団地 2 2 S29 木造平屋 69 30 -39 Ｂ 優先的な建替、優先的な用途廃止 優先的な用途廃止 優先的な用途廃止

1 6

1 8

(特公賃) 1 4 耐火2階 Ｂ 改善、建替、用途廃止 改善 改善

1 4 S62 36 30 -6

3 6 S63 35 30 -5

3 6 S41 57 30 -27

2 4 S42 56 30 -26

1 2 S43 55 30 -25

1 2 S44 54 30 -24

1 2 S45 53 30 -23

1 5 S50 48 45 -3

1 7 S51 47 45 -2

１次判定結果

1 尾の上団地
準耐火平屋 Ｂ 優先的な建替、優先的な用途廃止 優先的な用途廃止 優先的な用途廃止

2 算所団地 準耐火２階 Ｂ 優先的な改善、優先的な建替、優先的な用途廃止 優先的な用途廃止 優先的な用途廃止

7 天神山団地

1 H11

中層耐火3階

24 70 46

Ａ 改善、建替 改善 改善

1 H12 23 70 47

8 天神山第2団地

1

H16 19 30 11 Ｂ 優先的な改善、優先的な建替、優先的な用途廃止
優先的に改善し
当面維持管理

優先的に改善し
当面維持管理

1

9 男山第1団地 1 H13 中層耐火3階 22 70 48 Ａ 改善、建替 改善 改善

1

1

1

1

13 大籔団地

木造平屋 Ｂ 優先的な建替、優先的な用途廃止 優先的な用途廃止 優先的な用途廃止

準耐火2階 Ｂ 優先的な建替、優先的な用途廃止 優先的な用途廃止 優先的な用途廃止

15 森ノ下団地
準耐火平屋

Ｂ 優先的な改善、優先的な建替、優先的な用途廃止 優先的な用途廃止 優先的な用途廃止

16 山王下団地 1 H15 中層耐火3階 20 70 50 Ｂ 改善、建替、用途廃止 改善 改善

18
下山田団地

H13
耐火2階

22 70 48
Ｂ 改善、建替、用途廃止 改善 改善

19 三合池団地 木造平屋 Ｂ 優先的な改善、優先的な建替、優先的な用途廃止
優先的に改善し
当面維持管理

優先的に改善し
当面維持管理

木造平屋 Ｂ 優先的な建替、優先的な用途廃止 優先的な用途廃止 優先的な用途廃止

準耐火2階 Ｂ 優先的な建替、優先的な用途廃止 優先的な用途廃止 優先的な用途廃止

10 男山第2団地 H14 21 30 9 Ｂ 優先的な改善、優先的な建替、優先的な用途廃止
優先的に改善し
当面維持管理

優先的に改善し
当面維持管理

20 船山団地

（４）－３ 再判定の結果一覧（表４－７）
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（４）－４ 事業費の試算及び事業実施時期の調整検討

中長期的な期間（３0年程度）のうちに想定される新規整備事業、改善事業、建替え事業、

用途廃止事業に係る年度別事業費を試算し、今後の見通しを立てます。また、事業量及び事業

費が時期的に偏在するなど、試算結果に問題がある場合は、将来にわたる事業実施が可能とな

るよう事業実施時期を調整して、改めて試算し問題がないか確認を行います。

これらの検討により、新規整備事業、改善事業、建替え事業などの実施時期を決定するとと

もに、年度別事業費を試算します。

① 中長期的な期間における事業費の試算

中長期的な期間における事業費を試算するため、期間内の全ての新規整備事業、改善事業、

建替え事業、用途廃止事業に係る費用を試算します。

新規整備事業：事業を行わないため、費用は算出しません。

建替え事業：事業を行わないため、費用は算出しません。

用途廃止事業：年間に300万円と想定します。

改善事業：団地ごとに費用を算出します。（①事業費一覧参照）

② 事業実施時期の調整

建物を長寿命化するためには「予防保全」の考え方を取り入れた、部位別の改修周期の設定

が必要であることから「建築物のライフサイクルコスト（一般財団法人 建築保全センター）」

の標準耐用年数を参考に、以下のとおり部位別改修周期を設定します。また、事業費の試算結

果と事業手法の仮設定を参考に計画期間における事業実施時期を調整し、将来的な予算確保が

可能であるか、年度別の事業量が人員体制等の面で実状と乖離していないかなどを検討し、最

終的に事業実施時期や年度別事業費を決定します。（②事業時期一覧参照）

③長期的な管理の見通しの作成

決定した事業実施時期をもとに、全団地、住棟の供用期間、事業実施時期の見通しを示した

おおむね３0年程度の長期的な管理の見通しを作成します。（③事業の見通し参照）

20年 30年 40年 60年 用途廃止 退去時・随時

屋根防水(シート・塗膜防水) ● ● ●

屋根防水(瓦・ガルバ鋼板) ● ●

外壁(鉄部等塗装含む) ● ● ●

床防水 ● ● ●

建具金物等 ●

給排水設備 ●

ガス設備 ●

電灯設備(共用部) ●

EV改修 ● ●

内装・電灯設備等 ●

表４－８：事業実施時期の目安
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①事業費一覧（表４－９）

※改善事業費の算出は過去の改修事例及び「改修によるマンションの再生手法に関するマニュアル」（国土交通省）、市販物価版をもとに算出した。

天神山第2団地
(経過年数：19

年)

男山第2団地
(経過年数：21

年)

外壁・床 屋根 設備系 EV 外壁・床 外壁・床 屋根 設備系 EV 外壁・床 外壁・床 屋根 設備系 EV 外壁・床 屋根 設備系 外壁・床 屋根 設備系

①屋根瓦 撤去・葺替

②スレート

③金属屋根

②屋上防水(保護防水) 修繕

③屋上防水(露出防水) 撤去・新設

①バルコニー 修繕

②開放廊下 修繕

①コンクリート補修 補修

②外壁塗装 塗替

③軒天塗装 塗替

④シーリング 打替

①鉄部塗装(雨掛かり部分) 塗替

②鉄部塗装(非雨掛かり部分) 塗替

③非鉄部塗装 塗替

①建具関係 取替

②手すり 取替

③金物類(集合郵便受け等) 取替

④金物類(屋外階段) 取替
6.共用内部

①ｴﾝﾄﾗﾝｽ等の床・壁・天井塗替 清掃・塗替 - - - - -

①給水管 取替

②受水槽 取替

③給水ポンプ 取替

①排水管 取替

②汚水管 取替

③雨水樋 取替

④排水ポンプ 取替
9.ガス設備

①ガス管 取替 5,040,000 5,040,000 5,880,000 2,940,000 840,000
10.空調換気設備

①換気扇 取替 - - - - -

①電灯設備 取替

②配電盤類 取替

③幹線設備 取替

④避雷針設備 取替

①電話配電盤等 取替

②テレビ共聴設備 取替

③インターホン設備 取替
13.消防用設備

①連結送水管設備 取替 - - - - -
14.昇降機設備

①昇降機 取替 4,500,000 4,500,000 4,500,000

①住設機器（UB等） 取替

②住設機器（分電盤） 取替

③住設機器（換気扇） 取替

④住設機器（給湯器） 取替

28,490,000 13,347,218 55,806,500 4,500,000 9,268,593 20,580,195 11,576,944 55,167,000 4,500,000 15,071,068 40,364,500 13,735,029 62,961,800 4,500,000 13,817,013 10,290,731 30,588,000 5,754,478 4,823,223 9,234,400

56,980,000 26,694,436 111,613,000 9,000,000 18,537,186 41,160,390 23,153,888 110,334,000 9,000,000 30,142,136 80,729,000 27,470,058 125,923,600 9,000,000 27,634,026 20,581,462 61,176,000 11,508,956 9,646,446 18,468,800

2,849,000 1,334,722 5,580,650 450,000 926,860 2,058,020 1,157,695 5,516,700 450,000 1,507,107 4,036,450 1,373,503 6,296,180 450,000 1,381,702 1,029,074 3,058,800 575,448 482,323 923,440

天神山団地
(経過年数：23～24年)

男山団地
(経過年数：22年)

山王下団地
(経過年数：20年)

下山田団地
(経過年数：22年)

下山田団地(特公賃)
(経過年数：22年)

直接工事費

建設費(仮設・管理費等の比率を5：5として)

設計費(建設費の5％)

修繕項目 工事区分

1.屋根防水

13,347,218 11,576,944 13,735,029 10,290,731 4,823,223
2.床防水

3,437,500 30,375 2,732,400 30,375 8,580,000 442,800 291,600
3.外壁塗装等

24,380,400 8,588,218 16,287,795 14,000,693 31,774,600 12,464,213 5,202,878
4.鉄部塗装等

672,100 650,000 1,560,000 1,040,000 9,900 910,000 260,000
5.建具・金物等

8,691,000 8,691,000 10,139,500 5,069,750 1,448,500

7.給水設備

22,650,000 22,650,000 25,650,000 10,500,000 3,000,000
8.排水設備

17,550,000 17,193,000 19,466,300 10,724,000 3,430,400

11.電灯設備

1,875,500 1,593,000 1,826,000 1,354,250 515,500
12.情報・通信設備

- - - - -

15.専用部

- - - - -
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R1

(2019)
2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035 2036 2037 2038 2039 2040 2041 2042 2043 2044 2045 2046 2047 2048 2049 2050 2051 2052 2053 2054 2055 2056 2057 2058

2 4 木造平屋 30 優先的な用途廃止 ○

10 37 S47 ～ S51 準耐火平屋 51 ～ 47 45 -6 ～ -2 優先的な用途廃止 ○

2 算所団地 2 10 S56 ～ S58 準耐火２階 42 ～ 40 45 3 ～ 5 優先的に改善し当面維持管理 ○

3 中坪団地 1 5 準耐火平屋 45 優先的に改善し当面維持管理 ○

4 安良団地 1 5 準耐火2階 45 優先的に改善し当面維持管理 ○

5 小井根団地 2 4 木造2階 30 優先的に改善し当面維持管理 ○

6 池田団地 3 6 木造2階 30 優先的に改善し当面維持管理 ○

7 天神山団地 2 24 H11 ～ H12 中層耐火3階 24 ～ 23 70 46 ～ 47 改善 ○ 屋根・EV改修 設備 外壁・床

8 天神山第2団地 3 10 木造平屋 30 優先的に改善し当面維持管理 ○

9 男山第1団地 1 24 中層耐火3階 70 改善 ○ 外壁・床 屋根・EV改修 設備 外壁・床

10 男山第2団地 4 16 木造平屋・2階 30 優先的に改善し当面維持管理 ○

11 矢倉団地 2 2 木造平屋 30 優先的な用途廃止 ○

12 小谷団地 1 1 木造平屋 30 優先的な用途廃止 ○

10 20 S39 ～ S43 木造平屋 59 ～ 55 30 -29 ～ -25 優先的な用途廃止 ○

2 9 S52 ～ S53 準耐火2階 46 ～ 45 45 -1 ～ 0 優先的な用途廃止 ○

14 河守団地 1 2 木造平屋 30 優先的な用途廃止 ○

15 森ノ下団地 6 21 S45 ～ S54 準耐火平屋・２階 53 ～ 44 45 -8 ～ 1 優先的な用途廃止 ○

16 山王下団地 1 28 中層耐火3階 70 改善 ○ 外壁・床 屋根・EV改修 外壁・床

17 桜谷団地 2 2 木造平屋 30 優先的な用途廃止 ○

下山田団地 2 14 耐火2階 改善 ○ 屋根 設備 外壁・床

(特公賃) 1 4 耐火2階 改善 ○ 屋根 設備 外壁・床

19 三合池団地 4 10 S62 ～ S63 木造平屋 36 ～ 35 30 -6 ～ -5 優先的に改善し当面維持管理 ○

8 16 S41 ～ S45 木造平屋 57 ～ 53 30 -27 ～ -23 優先的な用途廃止 ○

2 12 S50 ～ S51 準耐火2階 48 ～ 47 45 -3 ～ -2 優先的な用途廃止 ○

20 船山団地

13 大籔団地

18 H13 22

外壁・床

番号 団地名 棟数
管理

戸数
建設年度 構造等 ④－１までの判定結果経過年数

(R5年時点）

耐

用

年

限

残耐用年数

(R5年時点）
改善 建替

用途

廃止

1 尾の上団地

設備

S29 69 -39

外壁・床

70 48

S41 57 -27

H15 20 50

外壁・床

S29 69 -39

S35 63 -33

H13 22 48

H14 21 9

外壁・床

H16 19 11 外壁・床

H3 32 -2

S62 36 9

H2 33 -3

S46 52 -22

S59 39 6

　耐用年限 ④－２　事業費の試算及び事業実施時期の調整検討

第1期 第2期 第3期 第4期

②事業時期一覧（表４－１０）

凡例

用途廃止 建設から40年

※2・3ヵ年の1年目は設計期間とする。

改善事業類 経過年数

改善事業 建設から20年
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2 4 木造平屋 30 優先的な用途廃止

10 37 S47 ～ S51 準耐火平屋 51 ～ 47 45 -6 ～ -2 優先的な用途廃止

2 算所団地 2 10 S56 ～ S58 準耐火２階 42 ～ 40 45 3 ～ 5
優先的に改善し
当面維持管理

3 中坪団地 1 5 準耐火平屋 45
優先的に改善し
当面維持管理

4 安良団地 1 5 準耐火2階 45
優先的に改善し
当面維持管理

5 小井根団地 2 4 木造2階 30
優先的に改善し
当面維持管理

6 池田団地 3 6 木造2階 30
優先的に改善し
当面維持管理

7 天神山団地 2 24 H11 ～ H12 中層耐火3階 24 ～ 23 70 46 ～ 47 改善 屋根・EV（設計） 1,784,722 屋根・EV（工事） 35,694,436

8 天神山第2団地 3 10 木造平屋 30
優先的に改善し
当面維持管理

外壁・床（設計） 926,860 外壁・床（工事） 18,537,186

9 男山第1団地 1 24 中層耐火3階 70 改善 屋根・EV（設計） 1,607,695 屋根・EV（工事） 32,153,888

10 男山第2団地 4 16 木造平屋・2階 30
優先的に改善し
当面維持管理

11 矢倉団地 2 2 木造平屋 30 優先的な用途廃止

12 小谷団地 1 1 木造平屋 30 優先的な用途廃止

10 20 S39 ～ S43 木造平屋 59 ～ 55 30 -29 ～ -25 優先的な用途廃止

2 9 S52 ～ S53 準耐火2階 46 ～ 45 45 -1 ～ 0 優先的な用途廃止

14 河守団地 1 2 木造平屋 30 優先的な用途廃止

15 森ノ下団地 6 21 S45 ～ S54 準耐火平屋・２階 53 ～ 44 45 -8 ～ 1 優先的な用途廃止

16 山王下団地 1 28 中層耐火3階 70 改善 屋根・EV（設計） 1,823,503 屋根・EV（工事） 36,470,058

17 桜谷団地 2 2 木造平屋 30 優先的な用途廃止

下山田団地 2 14 耐火2階 改善 屋根（設計） 1,029,074 屋根（工事） 20,581,462

(特公賃) 1 4 耐火2階 改善 屋根（設計） 482,323 屋根（工事） 482,323

19 三合池団地 4 10 S62 ～ S63 木造平屋 36 ～ 35 30 -6 ～ -5
優先的に改善し
当面維持管理

8 16 S41 ～ S45 木造平屋 57 ～ 53 30 -27 ～ -23 優先的な用途廃止

2 12 S50 ～ S51 準耐火2階 48 ～ 47 45 -3 ～ -2 優先的な用途廃止

改善事業費

用途廃止・修繕に係る費用

年間

10年間

　耐用年限 ④－３　事業費の試算及び事業実施時期の調整検討
第2期

2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035 2036 2037 2038

S46 52 -22

S59 39 6

S62 36 9

H2 33 -3

H3 32 -2

H16 19 11

H13 22 48

H14 21 9

S29 69 -39

S35 63 -33

S41 57 -27

H15 20 50

S29 69 -39

926,860 18,537,186 1,784,722 35,694,436 1,823,503 36,470,058 1,607,695 32,153,888 1,511,397 21,063,785

3,000,000 3,000,000 3,000,000 3,000,000 3,000,000 3,000,000 3,000,000 3,000,000 3,000,000 3,000,000

3,926,860 21,537,186 4,784,722 38,694,436 4,823,503 39,470,058 4,607,695 35,153,888 4,511,397 24,063,785

181,573,530 

番号 団地名 棟数
管理
戸数

建設年度 構造等 ④－１までの判定結果経過年数
(R5年時点）

耐用
年限

残耐用年数
(R5年時点）

1 尾の上団地

13 大籔団地

18 H13 22 70 48

20 船山団地

計

2 4 木造平屋 30 優先的な用途廃止

10 37 S47 ～ S51 準耐火平屋 51 ～ 47 45 -6 ～ -2 優先的な用途廃止

2 算所団地 2 10 S56 ～ S58 準耐火２階 42 ～ 40 45 3 ～ 5
優先的に改善し
当面維持管理

3 中坪団地 1 5 準耐火平屋 45
優先的に改善し
当面維持管理

4 安良団地 1 5 準耐火2階 45
優先的に改善し
当面維持管理

5 小井根団地 2 4 木造2階 30
優先的に改善し
当面維持管理

6 池田団地 3 6 木造2階 30
優先的に改善し
当面維持管理

7 天神山団地 2 24 H11 ～ H12 中層耐火3階 24 ～ 23 70 46 ～ 47 改善 外壁・床（設計） 1,565,300 外壁・床（工事） 35,625,700

8 天神山第2団地 3 10 木造平屋 30
優先的に改善し
当面維持管理

9 男山第1団地 1 24 中層耐火3階 70 改善 外壁・床（設計） 2,585,000 外壁・床（工事） 41,160,390

10 男山第2団地 4 16 木造平屋・2階 30
優先的に改善し
当面維持管理

外壁・床（設計） 1,507,107 外壁・床（工事） 30,142,136

11 矢倉団地 2 2 木造平屋 30 優先的な用途廃止

12 小谷団地 1 1 木造平屋 30 優先的な用途廃止

10 20 S39 ～ S43 木造平屋 59 ～ 55 30 -29 ～ -25 優先的な用途廃止

2 9 S52 ～ S53 準耐火2階 46 ～ 45 45 -1 ～ 0 優先的な用途廃止

14 河守団地 1 2 木造平屋 30 優先的な用途廃止

15 森ノ下団地 6 21 S45 ～ S54 準耐火平屋・２階 53 ～ 44 45 -8 ～ 1 優先的な用途廃止

16 山王下団地 1 28 中層耐火3階 70 改善 外壁・床（設計） 2,652,100 外壁・床（工事） 43,947,200

17 桜谷団地 2 2 木造平屋 30 優先的な用途廃止

下山田団地 2 14 耐火2階 改善 外壁・床（設計） 1,381,702 外壁・床（工事） 27,634,026

(特公賃) 1 4 耐火2階 改善 外壁・床（設計） 576,967 外壁・床（工事） 11,539,336

19 三合池団地 4 10 S62 ～ S63 木造平屋 36 ～ 35 30 -6 ～ -5
優先的に改善し
当面維持管理

8 16 S41 ～ S45 木造平屋 57 ～ 53 30 -27 ～ -23 優先的な用途廃止

2 12 S50 ～ S51 準耐火2階 48 ～ 47 45 -3 ～ -2 優先的な用途廃止

改善事業費

用途廃止・修繕に係る費用

年間

10年間

　耐用年限 ④－２　事業費の試算及び事業実施時期の調整検討
第1期

R1(2019) 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028

S46 52 -22

S59 39 6

S62 36 9

H2 33 -3

H3 32 -2

H16 19 11

H13 22 48

H14 21 9

S29 69 -39

S35 63 -33

S41 57 -27

H15 20 50

S29 69 -39

1,565,300 35,625,700 2,652,100 43,947,200 2,585,000 41,160,390 1,958,669 39,173,362 1,507,107 30,142,136

3,000,000 3,000,000 3,000,000 3,000,000 3,000,000 3,000,000 3,000,000 3,000,000 3,000,000 3,000,000

4,565,300 38,625,700 5,652,100 46,947,200 5,585,000 44,160,390 4,958,669 42,173,362 4,507,107 33,142,136

230,316,964 

番号 団地名 棟数
管理
戸数

建設年度 構造等 ④－１までの判定結果経過年数
(R5年時点）

耐用
年限

残耐用年数
(R5年時点）

1 尾の上団地

13 大籔団地

18 H13 22 70 48

20 船山団地

計

③事業の見通し（40年）

第１期【平成31年（2019年）度～2028年度】（表４－１１）

第2期【2029年度～2038年度】（表４－１２）

凡例

用途廃止 建設から40年

※2・3ヵ年の1年目は設計期間とする。

改善事業類 経過年数

改善事業 建設から20年





49

2 4 木造平屋 30 優先的な用途廃止

10 37 S47 ～ S51 準耐火平屋 51 ～ 47 45 -6 ～ -2 優先的な用途廃止

2 算所団地 2 10 S56 ～ S58 準耐火２階 42 ～ 40 45 3 ～ 5
優先的に改善し
当面維持管理

3 中坪団地 1 5 準耐火平屋 45
優先的に改善し
当面維持管理

4 安良団地 1 5 準耐火2階 45
優先的に改善し
当面維持管理

5 小井根団地 2 4 木造2階 30
優先的に改善し
当面維持管理

6 池田団地 3 6 木造2階 30
優先的に改善し
当面維持管理

7 天神山団地 2 24 H11 ～ H12 中層耐火3階 24 ～ 23 70 46 ～ 47 改善 外壁・床（設計） 2,452,297 外壁・床（工事） 49,045,936

8 天神山第2団地 3 10 木造平屋 30
優先的に改善し
当面維持管理

9 男山第1団地 1 24 中層耐火3階 70 改善 外壁・床（設計） 2,058,020 外壁・床（工事） 41,160,390

10 男山第2団地 4 16 木造平屋・2階 30
優先的に改善し
当面維持管理

11 矢倉団地 2 2 木造平屋 30 優先的な用途廃止

12 小谷団地 1 1 木造平屋 30 優先的な用途廃止

10 20 S39 ～ S43 木造平屋 59 ～ 55 30 -29 ～ -25 優先的な用途廃止

2 9 S52 ～ S53 準耐火2階 46 ～ 45 45 -1 ～ 0 優先的な用途廃止

14 河守団地 1 2 木造平屋 30 優先的な用途廃止

15 森ノ下団地 6 21 S45 ～ S54 準耐火平屋・２階 53 ～ 44 45 -8 ～ 1 優先的な用途廃止

16 山王下団地 1 28 中層耐火3階 70 改善 外壁・床（設計） 2,161,352 外壁・床（工事） 43,227,022

17 桜谷団地 2 2 木造平屋 30 優先的な用途廃止

下山田団地 2 14 耐火2階 改善 設備系（工事） 30,588,000 設備系（工事） 30,588,000 外壁・床（設計） 1,381,702 外壁・床（工事） 27,634,026

(特公賃) 1 4 耐火2階 改善 設備系（工事） 9,234,400 設備系（工事） 9,234,400 外壁・床（設計） 576,967 外壁・床（工事） 11,539,336

19 三合池団地 4 10 S62 ～ S63 木造平屋 36 ～ 35 30 -6 ～ -5
優先的に改善し
当面維持管理

8 16 S41 ～ S45 木造平屋 57 ～ 53 30 -27 ～ -23 優先的な用途廃止

2 12 S50 ～ S51 準耐火2階 48 ～ 47 45 -3 ～ -2 優先的な用途廃止

改善事業費

用途廃止・修繕に係る費用

年間

10年間

　耐用年限 ④－５　事業費の試算及び事業実施時期の調整検討
第4期

2049 2050 2051 2052 2053 2054 2055 2056 2057 2058

S46 52 -22

S59 39 6

S62 36 9

H2 33 -3

H3 32 -2

H16 19 11

H13 22 48

H14 21 9

S29 69 -39

S35 63 -33

S41 57 -27

H15 20 50

S29 69 -39

39,822,400 39,822,400 2,161,352 43,227,022 2,452,297 49,045,936 2,058,020 41,160,390 1,958,669 39,173,362

3,000,000 3,000,000 3,000,000 3,000,000 3,000,000 3,000,000 3,000,000 3,000,000 3,000,000 3,000,000

42,822,400 42,822,400 5,161,352 46,227,022 5,452,297 52,045,936 5,058,020 44,160,390 4,958,669 42,173,362

290,881,848 

番号 団地名 棟数
管理
戸数

建設年度 構造等 ④－１までの判定結果経過年数
(R5年時点）

耐用
年限

残耐用年数
(R5年時点）

1 尾の上団地

13 大籔団地

18 H13 22 70 48

20 船山団地

計

2 4 木造平屋 30 優先的な用途廃止

10 37 S47 ～ S51 準耐火平屋 51 ～ 47 45 -6 ～ -2 優先的な用途廃止

2 算所団地 2 10 S56 ～ S58 準耐火２階 42 ～ 40 45 3 ～ 5
優先的に改善し
当面維持管理

3 中坪団地 1 5 準耐火平屋 45
優先的に改善し
当面維持管理

4 安良団地 1 5 準耐火2階 45
優先的に改善し
当面維持管理

5 小井根団地 2 4 木造2階 30
優先的に改善し
当面維持管理

6 池田団地 3 6 木造2階 30
優先的に改善し
当面維持管理

7 天神山団地 2 24 H11 ～ H12 中層耐火3階 24 ～ 23 70 46 ～ 47 改善 設備系（設計） 5,552,400 設備系（工事） 55,524,000 設備系（工事） 55,524,000

8 天神山第2団地 3 10 木造平屋 30
優先的に改善し
当面維持管理

9 男山第1団地 1 24 中層耐火3階 70 改善 設備系（設計） 5,516,700 設備系（工事） 55,167,000 設備系（工事） 55,167,000

10 男山第2団地 4 16 木造平屋・2階 30
優先的に改善し
当面維持管理

11 矢倉団地 2 2 木造平屋 30 優先的な用途廃止

12 小谷団地 1 1 木造平屋 30 優先的な用途廃止

10 20 S39 ～ S43 木造平屋 59 ～ 55 30 -29 ～ -25 優先的な用途廃止

2 9 S52 ～ S53 準耐火2階 46 ～ 45 45 -1 ～ 0 優先的な用途廃止

14 河守団地 1 2 木造平屋 30 優先的な用途廃止

15 森ノ下団地 6 21 S45 ～ S54 準耐火平屋・２階 53 ～ 44 45 -8 ～ 1 優先的な用途廃止

16 山王下団地 1 28 中層耐火3階 70 改善 設備系（設計） 6,294,430 設備系（工事） 62,944,300 設備系（工事） 62,944,300

17 桜谷団地 2 2 木造平屋 30 優先的な用途廃止

下山田団地 2 14 耐火2階 改善 設備系（設計） 3,058,800

(特公賃) 1 4 耐火2階 改善 設備系（設計） 923,440

19 三合池団地 4 10 S62 ～ S63 木造平屋 36 ～ 35 30 -6 ～ -5
優先的に改善し
当面維持管理

8 16 S41 ～ S45 木造平屋 57 ～ 53 30 -27 ～ -23 優先的な用途廃止

2 12 S50 ～ S51 準耐火2階 48 ～ 47 45 -3 ～ -2 優先的な用途廃止

改善事業費

用途廃止・修繕に係る費用

年間

10年間

　耐用年限 ④－４　事業費の試算及び事業実施時期の調整検討
第3期

2039 2040 2041 2042 2043 2044 2045 2046 2047 2048

S46 52 -22

S59 39 6

S62 36 9

H2 33 -3

H3 32 -2

H16 19 11

H13 22 48

H14 21 9

S29 69 -39

S35 63 -33

S41 57 -27

H15 20 50

S29 69 -39

5,552,400 55,524,000 55,524,000 6,294,430 62,944,300 62,944,300 5,516,700 55,167,000 55,167,000 3,982,240

3,000,000 3,000,000 3,000,000 3,000,000 3,000,000 3,000,000 3,000,000 3,000,000 3,000,000 3,000,000

8,552,400 58,524,000 58,524,000 9,294,430 65,944,300 65,944,300 8,516,700 58,167,000 58,167,000 6,982,240

398,616,370 

番号 団地名 棟数
管理
戸数

建設年度 構造等 ④－１までの判定結果経過年数
(R5年時点）

耐用
年限

残耐用年数
(R5年時点）

1 尾の上団地

13 大籔団地

18 H13 22 70 48

20 船山団地

計

第3期【2039年度～2048年度】（表４－１３）

第4期【2049年度～2058年度】（表４－１４）

凡例

用途廃止 建設から40年

※2・3ヵ年の1年目は設計期間とする。

改善事業類 経過年数

改善事業 建設から20年
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４.計画期間における事業手法の決定

①事業手法の選定結果（表４－１５）

2 4 S46 52 木造平屋

3 9 S47 51 準耐火平屋

2 8 S48 50 準耐火平屋

2 8 S49 49 準耐火平屋

2 8 S50 48 準耐火平屋

1 4 S51 47 準耐火平屋

1 5 S56 42 準耐火２階

1 5 S58 40 準耐火２階

安良団地 1 5 S62 36 準耐火２階 改善

1 2 H2 33 木造2階

1 2 H2 33 木造2階

1 2 H3 32 木造2階

1 2 H3 32 木造2階

1 2 H3 32 木造2階

6

6

6

6

2 木造平屋

2 木造2階

2 木造平屋

2 木造2階

1 2 木造平屋

12

12

2 木造平屋

2 木造2階

2 木造平屋

2 木造2階

2 木造平屋

2 木造2階

2 木造平屋

2 木造2階

矢倉団地 2 2 S29 69 木造平屋 用途廃止

小谷団地 1 1 S35 63 木造平屋 用途廃止

3 6 S39 59 木造平屋

2 4 S41 57 木造平屋

2 4 S42 56 木造平屋

3 6 S43 55 木造平屋

1 5 S52 46 準耐火２階

1 4 S53 45 準耐火２階

河守団地 1 2 S41 57 木造平屋 用途廃止

3 9 S45 53 準耐火平屋

2 8 S46 52 準耐火平屋

1 4 S54 44 準耐火２階

12

8

8

桜谷団地 2 2 S29 69 木造平屋 用途廃止

1 6 耐火2階

1 8 耐火2階（1階と2階別）

　　　　(特公賃) 1 4 耐火2階 改善

1 4 S62 36

3 6 S63 35

3 6 S41 57 

2 4 S42 56 

1 2 S43 55 

1 2 S44 54 

1 2 S45 53 

1 5 S50 48 

1 7 S51 47 

団地名 棟数
管理
戸数

建設
年度

経過年数
(R5年(2023)時点）

構造 計画期間における事業手法

尾の上団地 用途廃止

算所団地 用途廃止

中坪団地 1 5 S59 39 準耐火平屋 用途廃止

小井根団地 改善

池田団地 改善

天神山団地

1 H11 24
中層耐火
3階

改善

1 H12 23
中層耐火

3階

天神山第2団地

1

H16 19 改善
1

男山第1団地 1 H13 22
中層耐火
3階

改善

1

1

1

1

大籔団地 用途廃止

森ノ下団地 用途廃止

山王下団地 1 H15 20
中層耐火

3階
改善

下山田団地
H13 22

改善

三合池団地 木造平屋 改善

木造平屋

準耐火２階

男山第2団地 H14 21 改善

船山団地 用途廃止
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公営住宅管理戸数

1～5年 6～10年 総数

管理戸数 282戸 282戸 282

・新規整備事業予定戸数 0戸 0戸 0

・維持管理予定戸数 141戸 141戸

うち計画修繕対応戸数 0戸 0戸

うち改善事業予定戸数 52戸 54戸

個別改善事業予定戸数 52戸 54戸

全面的改善事業予定戸数 0戸 0戸 0

うちその他戸数(維持管理のみ) 89戸 87戸

・建替事業予定戸数 0戸 0戸 0

・用途廃止予定戸数 141戸 141戸

②公営住宅等の事業別ストック量

表４－１６：公営住宅管理戸数

表４－１７：特定公共賃貸住宅管理戸数

特定公共賃貸住宅管理戸数

1～5年 6～10年

管理戸数 4戸 4戸

・新規整備事業予定戸数 0戸 0戸

・維持管理予定戸数 4戸 4戸

うち計画修繕対応戸数 0戸 0戸

うち改善事業予定戸数 0戸 4戸

個別改善事業予定戸数 0戸 4戸

全面的改善事業予定戸数 0戸 0戸

うちその他戸数(維持管理のみ) 4戸 0戸

・建替事業予定戸数 0戸 0戸

・用途廃止予定戸数 0戸 0戸
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第５章 長寿命化活用計画

１.点検の実施方針

本町の公営住宅等には法定点検の対象となる建物はありませんが、公営住宅等長寿命化計画

策定指針に基づき、法定点検の対象外となる公営住宅等についても有資格者による適切な調査

を計画の見直しに合わせて実施します。また、日常点検は1年ごとに実施します。

２.計画修繕の実施方針

公営住宅を長期にわたって良好に維持管理していくためには、建物の内外装や設備などの経

年劣化に応じて適時適切な修繕を計画的に実施していくことが必要であり、これを確実に実行

していくためには建物の状態を適切に把握するための定期的な点検に加え、将来見込まれる修

繕工事の内容、修繕周期や必要となる費用などについてあらかじめ想定することが必要です。

第４章では、事業の見通しとして改善事業の実施時期の目安を作成しました。これを土台とし

て、長期修繕計画を定めることとします。

計画修繕においては以下の図のように外壁の塗装、屋上の防水等、周期的に実施する必要の

ある修繕について、事業の見通しを目安として計画的に実施します。なお、定期点検や修繕実

施前の事前調査の結果、建物の安全性等が確認された場合には予定していた計画修繕の実施時

期を調整します。

また、計画修繕を行った内容は将来の修繕や改善等の実施に向け、履歴をデータベースとし

て蓄積していきます。

図５－１：修繕・改善の関係

修
繕

改
善

改
善

性
能

経
年

劣
化

社会の変化などにより向上
していく水準

修
繕
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３.改善事業の実施方針

引き続き活用を図る町営住宅ストックについては、居住者の居住性や安全性、躯体の長寿命

化等の必要性や効果を考慮した上で、以下の事項を組み合わせて適切な改善事業を実施します。

なお、本計画期間内に全面的改善事業の実施はありません。

（１）改善事業類ごとの実施方針

①安全性確保型

非常時に円滑に避難できるよう避難設備や経路の整備や確保を行うとともに、防犯性や落

下、転倒防止など、生活事故防止に配慮した改善を行います。

②長寿命化型

一定の居住性や安全性等が確保されており長期的な活用を図るべき住棟において、耐久性

の向上や、躯体への影響の低減、維持管理の容易性向上の観点から予防保全的な改善を行

います。

③福祉対応型

高齢者が安全、安心して居住できるよう、住戸や共用部、屋外のバリアフリー化を進めま

す。

④居住性向上型

住戸規模や間取りの改善、住戸や住棟設備の機能向上を行い、居住性を向上させます。

１：住戸改善 ２：共用部分改善 ３：屋外・外構改善

①
居
住
性
向
上

 ・間取りの改修
 ・給湯設備の設置
 ・換気扇の設置
 ・電気容量アップ
 ・外壁，最上階の天井等の断熱
 ・開口部のアルミサッシ化　等

 ・給水方式の変更
 ・断熱化対応
 ・共視聴アンテナ設備設置
 ・地上デジタル放送対応　等

 ・雨水貯水施設の設置
 ・地上デジタル放送対応
 ・集会所の整備，増改築
 ・児童遊園の整備
 ・排水処理施設の整備　等

②
福
祉
対
応

 ・住宅内部の段差解消
 ・浴室，便所等への手摺の設置
 ・浴槽，便器の高齢者対応
 ・高齢者対応器具
 ・流し台，洗面台更新　等

 ・廊下，階段の手摺設置
 ・中層ＥＶの設置，機能向上
 ・段差の解消
 ・視覚障害者誘導ブロック等の設置

　等

 ・屋外階段の手摺の設置
 ・屋外階段等の幅員確保
 ・スロープの設置
 ・電線の地中化　等

③
安
全
性
確
保

 ・台所壁の不燃化
 ・避難経路の確保
 ・住宅用防災警報器等の設置
 ・アスベストの除去等
 ・公営住宅の防犯性向上　等

 ・耐震改修
 ・外壁落下防止改修
 ・バルコニーの手摺のアルミ化
 ・防火区画
 ・避難設備の設置
 ・アスベストの除去等
 ・ＥＶかご内の防犯カメラ設置
 ・地震時管制運転装置等の設置　等

 ・屋外消火栓設置
 ・避難経路となる屋外通路等の整備
 ・屋外通路等の照明設備の照度確保
 ・ガス管の耐震性，耐食性向上
 ・防犯上有効な塀，柵，垣，植栽の

　設置

④
長
寿
命
化

 ・浴室の防水性向上に資する工事
 ・内壁の断熱性向上，耐久性向上に

　資する工事
 ・配管の耐久性向上に資する工事

　等

 ・躯体，屋上，外壁，配管の耐久性
　向上

 ・避難施設の耐久性向上　等

 ・配管の耐久性，耐食性向上に資す
　る工事　等

表５－１：公営住宅等ストック総合改善事業の対象項目の例示

出典：公営住宅等長寿命化計画策定指針(平成 21 年 3 月国土交通省住宅局)
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（２）計画期間内に取り組む改善事業

表５－２：計画期間内に取り組む改善事業

図５－２：計画期間内に取り組む改善事業

事業予定年度 団地名

平成31年(2019年)度 設計

2020年度 工事

2021年度 設計

2022年度 工事

2023年度 設計

2024年度 工事

2025年度 設計

2026年度 工事

2027年度 設計

2028年度 工事

天神山団地

山王下団地

事業内容

男山第1団地

下山田団地

男山第2団地

【長寿命化】外壁・床改修

【長寿命化】外壁・床改修

【長寿命化】外壁・床改修

【長寿命化】外壁・床改修

【長寿命化】外壁・床改修

番
号

団地名
平成31年
(2019年)度

2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 2028年度

8 天神山

10 男山第1

11 男山第２

17 山王下

19 下山田

改善工事設 計

【長寿命化】
・外壁改善
・外部床改善

改善工事設 計

【長寿命化】
・外壁改善
・外部床改善

改善工事設 計

【長寿命化】
・外壁改善
・外部床改善

改善工事設 計

【長寿命化】
・外壁改善
・外部床改善

改善工事設 計

【長寿命化】
・外壁改善
・外部床改善
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（３）整備水準

整備水準 備考
○3人世帯の最低居住水準である。
　39㎡を確保する。

○2戸1改善、増築等が可能な場合は改修
　可能とする。

屋上防水・屋根

〇露出アスファルト断熱等の防水仕様や材
　質をグレードアップし、耐久性の向上に
　より修繕周期を延伸させる。
〇勾配屋根においては、ガルバリウム鋼板
　へ更新することにより、屋根重量を軽減
　するとともに、耐用年数を延ばし、ライ
　フサイクルコストの縮減を図る。

外壁

〇複層仕上塗装(吹付タイル)、フッ素樹脂
　塗装等の耐久性の高いものに塗り替える
　ことにより躯体の劣化を抑制する。

浴室 ○浴室を設置する。

給湯設備
○台所、洗面所、風呂の3箇所で給湯を可
　能とする。

電気設備

○現在のライフスタイルにあわせて電気容
　量を拡大する。
○暖房便座の設置が可能なよう、トイレに
　コンセントを設置する。

○暖房便座は、入居者自身が設置するもの
　とする。

自動火災
警報器

○寝室等に自動火災警報器を設置する。

手すり
（住戸内）

○浴室やトイレに手すりを設置する。
○階段に手すりを設置する。
○玄関やバルコニーに大きな段差がある場
　合は、手すりを設置する。
○廊下に手すりが設置可能なよう下地を補
　強する。

○手すり設置により階段の幅が建築基準法
　を満たさない場合は、改修を行わない。
○手すりは、介護保険制度等を活用して入
　居者自身が設置することも考慮する。

手すり
（共用部分）

○階段の両側に手すりを設置する。
○廊下に手すりを設置する。

○手すり設置により階段や廊下の幅が建築
　基準法を満たさない場合は、改修を行わ
　ない。

エレベーター

○3階建て以上の住棟にはエレベーターを
　設置する。

○エレベーターの設置スペースがない場合
　やエレベーター設置により日影規制に不
　適合となる場合は、改修を行わない。

段差解消
○住棟へのアプローチ部分に段差がある場
　合は、スロープを設置する。

項目 整備水準 備考

集会所
○団地内戸数が概ね30戸以上の団地を対
　象として、集会所を設置する。

○近隣に利用可能な公民館等の集会所があ
　る場合は設置しない。

幼児遊園 ○幼児遊園を設置する。 ○近隣に公園がある場合は設置しない。

駐車場

○1戸あたり1台分の駐車場を整備する。
※来客者用の駐車場についても設置を検討
　する。

○駐車場整備にともない使用料金が生じる
　ことから、駐車スペースがある場合は、
　設置しない。

自転車置場

○1戸あたり2台分の自転車置場を設置す
　る。
※高齢単身用等の小規模世帯向け住宅につ
　いては、1戸あたり1台分とする。

○戸建てや長屋建ての住棟では、玄関前に
　自転車の駐輪スペースがあれば、設置し
　ない。

ゴミ置場
○前面道路に近い場所にゴミ置場を設置す
　る。

○下水道への接続を行う。
（合併浄化槽から下水道へのつなぎ替えを
 含む。）

○周辺における下水道整備とあわせて実施
　する。

○外壁改修とあわせて外壁材のグレード
　アップを図る。
○共視聴アンテナを設置する。
○給水方式を高架水槽から直圧式に変更す
　る。
○電線類の地中化を図る。

○良好な景観形成が求められる地区におい
　て検討する。

付
帯
施
設

排水処理施設

景観

高
齢
者
対
応

【整備水準（その１）】

共
同
施
設

【整備水準（その２）】

項目

住戸規模

住
戸
内
設
備

老
朽
化
対
策
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４.建替事業の実施方針

計画期間内【R1年（2019年）度から 2028年度】において建替え事業は実施しません

が、今後の建替え検討に当たり基本的な考え方を下記に示します。

①高齢者、障がい者、子育て世帯等への対応

高齢者、障がい者、子育て世代等の入居者に対応するために、団地内や住戸内のバリア

フリー化を推進します。また、高齢者、障がい者、子育て世代等の居住や生活を支援する

サービスなどの導入に向けて、関係部局などとの連携等による検討を進めます。

②多様な居住ニーズへの対応

建替え事業で移転再入居の対象となる世帯状況に配慮しつつ、中長期的な視点から団地

内の世代間バランスが図られるよう、これまでの町営住宅への申込状況等も考慮に入れ

て、多様な世帯の居住促進を図る住宅の供給や住環境の形成に努めます。

③団地再編・集約及び建替・運営手法の検討

効率的な管理推進のため、立地条件、権利条件、利便性、地域ニーズ、団地規模等を考

慮し、団地の再編や集約化の検討を行います。また、さらなる効果的、効率的な事業実施

のため、町の実情を踏まえつつ、民間事業者の様々なノウハウや技術を活用した民間活力

による整備について検討します。

④地域のまちづくりへの貢献

住棟の配置計画は、景観との調和や日影への影響のほか、近隣の公園や道路など都市施設

の状況も考慮し、地域環境の向上に貢献できる整備内容を検討します。

⑤入居者との合意形成

計画段階から対象となる入居者等に事業説明や意向確認等を行うなど、合意形成を図り

ながら建替え事業を進めるものとします。
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５.長寿命化のための事業実施予定一覧

①計画修繕・改善事業の実施予定一覧

【
様
式
１
】
計
画
修
繕
・
改
善
事
業
の
実
施
予
定
一
覧

公
営
住
宅
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定
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共
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（
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共
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）
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他
（
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
）

法
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検

法
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検
に

準
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検

R
1

R2
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R
4

R
5

R
6

R
7
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8
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9
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天
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地

①
1
2
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1
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床
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【
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】
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・
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縮
減
効
果

(
千
円
/

年
)

備
考



58

②新規整備事業及び建替事業の実施予定一覧

③共同施設に係る事業の実施予定一覧

【様式２】新規整備事業及び建替事業の実施予定一覧

　事業主体名：

　住宅の区分： 公営住宅
特定公共

賃貸住宅

地優賃

（公共供給） 改良住宅

法定点検
法定点検に
準じた点検

実施なし

注）対象数が多い場合は、必要に応じて複数枚作成する。

団地名 住棟番号 戸数 構造 建設年度

与謝野町

LCC
（千円/年）

その他（　　　　　　　　　　）

次期点検時期

備考
新規又は建替整備

予定年度

【様式３】共同施設に係る事業の実施予定一覧（集会所・遊具等）

公営住宅
特定公共

賃貸住宅

地優賃

（公共供給） 改良住宅 その他（　　　　　　　　　　）

法定点検
法定点検に
準じた点検

平成31
(2019)

2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028

実施なし

注）対象数が多い場合は、必要に応じて複数枚作成する。

　事業主体名：

備考
維持管理・改善事業の内容

団地名 共同施設名 建設年度
次期点検時期

与謝野町

　住宅の区分：
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６.ライフサイクルコストとその縮減効果の算出

（１）ライフサイクルコスト（ＬＣＣ）の算出の基本的な考え方

長寿命化型改善事業を実施する公営住宅について、ライフサイクルコスト（LCC）を算出す

るとともに、改善事業を実施しない場合と比較して、ライフサイクルコストの縮減効果を算出

します。なお、ライフサイクルコスト（ＬＣＣ）の算出の基本的な考え方は次のとおりです。

ＬＣＣ＝（建設費＋改善費＋修繕費＋除却費）〔単位千円/棟・年〕

・建設費：当該住棟の建設時点に投資した建設工事費

・改善費：想定される管理期間における改善工事費の見込み額から修繕費相当額を控除

（改善事業を実施することにより不要となる修繕費を控除）した額（※）

・修繕費：管理期間における修繕工事費の見込み額（※）。

長期修繕計画で設定している標準的な修繕項目・周期等に基づき修繕費を算定す

る。典型的な修繕計画モデルから得られる修繕費乗率を建設費に乗じて算定され

る累積修繕費で代用してもよい。

・除却費：想定される管理期間が経過した後の除却工事費の見込み額（※）

※現時点以後、将来に発生するコスト（将来の改善費、修繕費、除却費）については、社会

的割引率（４％）を適用して現在価値化します。



60

（２）ライフサイクルコスト（ＬＣＣ）の縮減効果の算出の基本的な考え方

長寿命化型改善事業又は全面的改善事業を実施する公営住宅等を対象としたライフサイク

ルコスト（ＬＣＣ）の縮減効果の算出の基本的な考え方は次のとおりです。

①１棟のＬＣＣ縮減効果＝ＬＣＣ（計画前）－ＬＣＣ（計画後）〔単位千円/棟・年〕

②ＬＣＣ（計画前）＝（建設費+修繕費+除却費）／評価期間（改善非実施）

〔単位千円/棟・年〕

③ＬＣＣ（計画後）＝（建設費+改善費+修繕費+除却費）／評価期間（改善実施）

〔単位千円/棟・年〕

LCC縮減効果の算出

図５－３：ライフサイクルコストの算出イメージ
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（３）ライフサイクルコスト（ＬＣＣ）の縮減効果の算出

（３）－１ 算出における条件設定

効果算出に当たっての条件設定は、以下のとおりとします。

①評価期間

（計画前）

耐火構造：50年

木造 ：30年

（計画後）

耐火構造：70年

木造 ：36年

②修繕費

（計画前、計画後に共通）

・修繕費＝（当該住棟の建設費×修繕項目別の修繕費乗率）の累積額

・現時点以降の各年の修繕費については、現在価値化して算出

（計画前）

・建設時点から上記評価期間（計画前）末までの各年の修繕費を累積した費用とします。

（計画後）

・建設時点から上記評価期間（計画後）末までの各年の修繕費を累積した費用とします。

③長寿命化型改善費（計画後）

・第4章にて検討した、「中長期的な期間のうちに想定される事業費の試算」を改善費として

設定します。当該改善を複数回行う場合は、それらの合計費用とします。

・修繕費相当額の控除については、想定している長寿命化型改善項目に相当する「計画修繕項

目の修繕費乗率」を除いて修繕費を算定すること（当該計画修繕項目の修繕費乗率を除いた

修繕費乗率を推定再建築費に乗じて修繕費を算定すること）で対応しています。

・長寿命化型改善は現時点以降に行われるので、全て現在価値化します。

④建設費（計画前、計画後）

・推定再建築費（＝当該住棟の建設時点に投資した建設費×公営住宅法施行規則第 23条の

率）。ただし、当該住棟の建設時点に投資した建設工事費を把握できない場合は、建設当時の

標準建設費で代用します。

⑤除却費（計画前、計画後）

・100万円/戸と想定

・評価期間（改善実施）末に実施する除却工事費

・評価期間（改善実施）末の時期に応じて、現在価値化して算出します。
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（３）－２ ライフサイクルコスト（ＬＣＣ）の縮減効果の算出結果

ライフサイクルコスト（ＬＣＣ）の縮減効果の結果を以下に示します。

（４）維持管理の実施による効果

これまでの対処療法型の維持管理から、定期点検や日常点検の実施により町営住宅ストック状

況を把握した上で、適切な時期に予防保全的な修繕及び耐久性の向上等を図る改善に転換するこ

とで、町営住宅の長寿命化が図られるとともに、コスト縮減につながります。

また、定期的な点検により現状を把握しながら適切な修繕及び改善を実施することで、建物の

老朽化や劣化による事故等を未然に防ぐことができ、町営住宅入居者の安全性が確保されます。

表５－３：ライフサイクルコストの縮減効果

団地名 住棟 管理戸数 工事年度
計画前

評価期間

計画後

評価期間

計画前LCC

(円/戸・年)

計画後LCC

(円/戸・年)

年平均縮減額

(円/戸・年)

住棟当たりの

年平均縮減額

(円/棟・年)

① 12 2020 50 70 396,663 311,759 84,904 1,018,852

② 12 2020 50 70 407,307 318,757 88,550 1,062,596

男山第1団地 - 24 2024 50 70 396,587 300,398 96,189 2,308,527

① 4 2028 30 36 552,944 483,178 69,766 279,064

② 4 2028 30 36 552,944 483,178 69,766 279,064

③ 4 2028 30 36 552,944 483,178 69,766 279,064

④ 4 2028 30 36 552,944 483,178 69,766 279,064

① 6 2026 50 70 367,478 282,201 85,277 511,663

② 8 2026 50 70 367,478 282,201 85,277 682,217

③ 4 2026 50 70 367,478 291,833 75,645 302,580

山王下団地 - 28 2022 50 70 389,725 309,257 80,468 2,253,098

天神山団地

男山第2団地

下山田団地

縮減額が正の数であるため、縮減効果あり
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第６章 今後の課題と計画の推進

１.今後の課題

（１）予算の確保

長寿命化を進めるに当たっては、これまでの対症療法的な修繕も進めながら、上乗せとして

計画的な修繕や改善を実施していく必要があります。長寿命化計画では、中長期の事業見通し

を作成することで将来発生する工事の集中を回避し、長期で考えた年度別事業費の平準化を図

っていますが、与謝野町公共施設等総合管理計画に示すとおり、公共施設に係る将来的な財源

不足が想定されていることから継続した保全予算を確保することが課題となります。

（２）公共施設の総量の抑制

これまで建設された公共施設が更新時期を迎え、施設整備は財政に大きな影響を及ぼします。

また、少子高齢化に伴う公共施設の需要の変化に対し、住民のニーズに対応していくことが必

要とされており、与謝野町公共施設等総合管理計画においては、公共施設の廃止や統廃合を検

討することとされています。公営住宅の分野においては、高齢者世帯、障がい者世帯、子育て

世帯の支援に資する施設の併設や施設撤去後の跡地活用などを検討し、公共施設の総量の抑制

を図る必要があります。

（３）住宅セーフティネットの形成に係る民間事業者との役割分担

公営住宅における直接建設型のストックは、長期的な人口減少と連動して住宅の集約を進め

て適正化を図っていくことになります。一方で中短期的には、経済情勢や少子高齢社会の進行

によって、住宅確保要配慮者の数が大きく変動する可能性があり、このような、流動的な公的

賃貸住宅への需要に対して、柔軟に対応できる住宅セーフティネットを形成するため、空き家

を有効活用した民間からの借り上げ公営住宅などについて検討していく必要があります。

図６－１：住宅確保要配慮者あんしん居住推進事業

出典：住宅確保要配慮者あんしん居住推進事業の創設（国土交通省）
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２.計画の推進に向けて

（１）推進体制の充実

本計画策定後も公営住宅の老朽化は進行し状況が変化していきます。また、住宅ストックの

長寿命化は継続的な取組みが必要であり、これらの公営住宅の状況を的確に把握するためには

建設課や点検等の実施業者との連携が必要であるほか、問題解決に向けて町の財政関係課など

との連携も欠かせません。本計画に基づき長寿命化を確実に実施するため、関係部署との連携

をより一層図り、推進体制を充実させていきます。

（２）計画の見直し・フォローアップ

本計画に基づき、効率的かつ効果的な整備を進めていくためには次のPDCAサイクルを確

立することが重要です。また、本計画は公営住宅の改修等の優先順位を設定するものであり、

与謝野町公共施設等総合管理計画及び町全体の財政計画のなかで、年次及び個別の事業費を精

査していくとともに、事業の進捗状況、定期的、法定的な点検から得られる老朽化に関する状

況や評価などの結果に加え、社会の状況（少子高齢化など）を踏まえた上で、見直しを行いま

す。

施設の状況を把握したうえで、
それを踏まえた整備計画を策定

【Plaｎ】

計画に基づく日常的な維持管理
や適切な改修を実施

【Do】

整備による効果を検証し、整備
手法の改善点などを整理

【Check】

次期計画に反映
【Action】

図６－２：PDCAサイクル


